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ベンチャービジネス・レビュー第13号刊行に当り

ベンチャービジネス研究所所長
経営学部　教授　村上　喜郁

　このたびベンチャービジネス・レビュー第13号が刊
行される運びとなりました。2020年度は、新型コロナ
ウィルス（COVID-19）の世界的流行により、産業構
造や働き方の大きな変化など、ビジネスの世界におい
ても激動の年となりました。2020年３月13日に成立し
た新型コロナウィルス対策の特別措置法、これに基づ
き同年４月７日に東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、
兵庫、福岡の７都府県に「緊急事態宣言」が発出され、
４月16日には対象が全国に拡大しました。
　教育業界においてもこの影響は多大であり、多くの
大学では授業が開講できない、学期の開始出来ない状
況が続きました。そのような状況の中、追手門学院大
学では、従前より活用を進めておりましたLMS（学習
管理システム：Learning Management System）であ
る「Webclass」、総持寺 新キャンパスと共に稼動した
BYOD（Bring Your Own Device）に加え、遠隔会議
システム「ZOOM」や「Webex」等を活用した授業を
通常通り学期始めの４月より開始できました。これも
当学の教員、職員の共同と尽力の成果であると考えて
います。また、この様な大規模な遠隔教育の新しい業
務のなか、本誌に投稿して下さった研究所員の先生方
には、改めて心からお礼申し上げたいと思います。
　本研究所の他の事業におきましても、新型コロナ
ウィルスの蔓延は大きな影響がございました。例年、
茨木市商工会議所と協力し実施しておりました「茨木
フェスティバルにおける市民アンケート」は、茨木フェ
スティバル未開催にともない中止いたしました。一方
で、関係各位のご協力を受け、2019年度より、株式会
社サイネックスと進めておりました共同研究成果の書
籍出版、各種セミナーやコンテスト事業のオンライン
化などを実現することが出来ました。以下では、この
様な2020年度の追手門学院大学ベンチャービジネス研
究所の活動を概観いたします。

１．研究活動

（１）「元気ビジネス調査・研究」プロジェクト
　2019年度より、追手門学院大学ベンチャー研究所と

株式会社サイネックスが共同し、石盛真徳研究所員を
プロジェクトリーダーとして、「元気ビジネス調査・研
究」プロジェクトを実施しました。その研究成果とし
て、2020年度は報告書を作成しています。また、一般
ならびに事業者向けに書籍として、追手門学院大学出
版会より『北大阪の元気な中小・中堅企業2021』（2021
年３月予定）を出版します。

（２）学生研究会の開催
　「ビジネスプランコンテスト対策セミナー」と題し、
オンラインで研究会を開催しました。外部講師として
アプリル（株）福嶋伸之氏を招き、実践的な指導をい
ただきました。講義だけでなく、遠隔会議システムに
よりグループワークなども行いました。秋学期５回（以
下、日程一覧）、木曜日４限（15：00 ～ 16：30）の開
催で、53名（のべ109名）が参加しました。

　第１回　�10月１日（木）アイデアを出す（課題：プ
ラン２案以上作成・応募書類記入）

　第２回　�10月８日（木）プランを強化し、弱点を無
くす（課題：財務計画作成）

　第３回　�10月22日（木）応募書類の評価と推敲（課題：
応募書類の推敲と提出）

　第４回　�11月５日（木）プレゼン・プレゼン資料の
作成方法（課題：プレゼン資料作成）

　第５回　�11月12日（木）プレゼン資料のブラッシュ
アップ

　「第11回 追大 学生ビジネスプランコンテスト」に44
名が応募し、２次審査へは16名が選出されました。ま
た、12月７日に開催された「キャンパスベンチャーグ
ランプリ（CVG）大阪大会のファイナル」に当学生研
究会のチームが進出し、「中小企業基盤整備機構近畿本
部長賞」を受賞しました。このチームは本学のビジネ
スプランコンテストにも応募し、最優秀賞に選ばれま
した。



VENTURE BUSINESS REVIEW Vol .13追手門学院大学
ベンチャービジネス研究所

− 2−

（３）所員会議の開催
　当研究所が関わる研究活動、教育活動、地域連携活
動等についての報告、連絡、相談、検討などについて、
月１回（５・８月を除く、木曜日12：45 ～ 13：15）
の間隔で、オンラインにて実施しました。開催日は、
４/30、６/18、７/16、９/17、10/22、11/12、12/17、
１/14、２/19、３/12でした。

（４）�研究所紀要『ベンチャービジネス・レビュー』第
13号の刊行

　本誌となります。論文３本、報告書１本の内容にて、
2021年３月に資源節約とインターネット（リポジトリ）
による公開を意図し、電子出版にて刊行いたしました。

２．学生支援・教育活動

（１）�「フジテック杯 第11回追大 学生ビジネスプラン
コンテスト」の開催

　フジテック株式会社の協賛を受け、オンラインにて
開催しました。応募総数94組、のべ419名（今年度の応
募者はすべて追手門学院大学の学生でした）。12月10日
のビジネスプラン発表会（２次審査）において、１次
審査を通過した20組（のべ90名）が、事前に提出した
プレゼンテーション動画に基づき、オンラインで審査
員との質疑応答を行いました。審査の結果、最優秀賞
１組、フジテック特別賞と優秀賞のW受賞１組、優秀
賞の３組、奨励賞４組が決定。また、オンライン開催
に伴い動画賞・質疑応答賞が設置され、それぞれ１組
ずつが受賞しました。

（２）�「第７回 追手門学院グッズコンテスト」の開催
　応募総数80組（今年度の応募者はすべて追手門学院
大学の学生でした）と初めてのオンラインでのコンテ
スト開催に多くの学生が参加してくれました。７月23
日の「グッズアイデア発表会」においては、１次審査
を通過した20組49名が、事前に提出したプレゼンテー
ション動画に基づき、オンラインで審査員との質疑応
答を行いました。審査の結果、最優秀賞１組、優秀賞（各
部門１組）計２組、アプリル賞１組、奨励賞３組が決
定しました。また、オンライン開催に伴い動画賞・質
疑応答賞が設置され、それぞれ１組ずつが受賞しまし
た。
　最優秀賞のグッズ「マスクケース」は改良を重ねて
商品化され、研究所の協力者や支援者、大学の来訪者

などへ配布され、本研究所の活動成果をアピールする
一助となりました。

３．地域連携活動

（１）�「北摂エリアマッププロジェクト（通称：ほくせ
つ探検大学）」

　北おおさか信用金庫、株式会社サイネックスとの産
学連携共同プロジェクトとして継続実施しました。学
生研究員が中心となり、北摂エリア（７市３町）の魅
力を引き出し、地域創生に役立つことを目的として３
つの媒体電波（ラジオ）・IT（インターネット）・紙を
用い発信しました。今年度は2020年11月２日から11月
30日の期間、Expocityの観覧車を運営するRedhorse 
OSAKA WHEELとのコラボ企画「みる！きく！楽し
む！オオサカスカイランド」を開催しました。来場者
にリーフレットを配布し、観覧車内では学生研究員の
アナウンスによる解説音声を流すなど、学生ならでは
の視点で北摂エリアの魅力を発信いたしました。また、
期間中には「ほくせつイメージキャラクター総選挙」
も開催し、多くの来場者に投票いただきました。本コ
ラボ企画に対して、北おおさか信用金庫、EXPO観覧
車合同会社から特別なご支援をいただき、実現するこ
とができました。「ほくせつイメージキャラクター総
選挙」については、北おおさか信用金庫のホームペー
ジ「きたしんマッチングもーる」上で特設サイトが開
設されています。
　現在、学生研究員はプロジェクト５期生が中心と
なって活動しており、引き続きSNSなどにおける情報
の更新や紙媒体のブラッシュアップを行うなど、活動
を継続中です。担当については、本年度８月より宮㟢
崇将研究所員に交代いたしました。なお、この活動は、
2016年９月からのプロジェクトであり、プロジェク
トに係る経費は北おおさか信用金庫に出資いただき、
2018年７月からは、株式会社サイネックスにサポート
をいただきながら進めています。また、ケーブルテレ
ビジェイコムが活動の様子を定期的に報道し、北摂ブ
ランド構築のため産官学が連携した活動を行っていま
す。

（２）�「きたしんマッチングもーる（オンライン）」への
参加

　毎年11月に開催されていた「北おおさか信用金庫主
催のマッチングフェア」に代わり、「きたしんマッチン
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グもーる」としてホームページ上にマッチングサイト
が開設されました。本サイトに、ほくせつ探検大学が
これまでの活動で取材してきた北摂エリアの飲食店を
紹介する「ほくせつ探検食マッチング」、11月に開催
したEXPOCITY観覧車コラボ企画の「ほくせつイメー
ジキャラクター総選挙」のページが特設されています。
マッチングサイトを利用する企業に向け、ベンチャー
ビジネス研究所および学生研究員の活動を広くPRする
ことができました。「ほくせつ探検食マッチング」は今
後も定期的に更新を予定です。

４．その他

（１）�追手門学院大学ベンチャービジネス研究所
『Newsletter vol.23』の刊行

　2021年３月末に刊行予定です。

　末筆となりますが、追手門学院大学ベンチャービジ
ネス研究所の活動にご協力いただきました、茨木商工
会議所、茨木市、大阪市、北おおさか信用金庫、株式
会社サイネックス、フジテック株式会社、EXPO観覧
車合同会社、日本政策金融公庫、ガンバ大阪、毎日放送、
アプリル株式会社、ラジオ大阪、ジェイコム、校友会、
山桜会、ご協力いただきましたすべての皆様に、この
場をお借りして心からお礼申し上げます。





論　　　文
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論　文

物流事業者による地域産直流通の構築
〜大王運輸のたべねっとみえを例に〜

二宮　章浩　
長岡技術科学大学卓越大学院プログラム 
客員教授
Akihiro NINOMIYA
Visiting Professor,
WISE Program
Nagaoka University of Technology
宮㟢　崇将　
追手門学院大学経営学部 准教授
Takamasa MIYAZAKI
Associate Professor,
Faculty of Management,
Otemon Gakuin University

１．はじめに

　本稿の課題は、事例分析を通じて物流事業者だから
こそ構築できる産直流通の特質と課題を明らかにする
ことである。その事例として、大王運輸株式会社が三
重県で取り組むたべねっとみえ事業を取り上げる。
　消費の変化にともない産直品に対する需要がますま
す増大している。この産直品に対する需要の増大を受
けて、既存のJAや卸売市場流通とは異なる流通が成長
してきている。筆者らは宮㟢・二宮（2020）で、農業
総合研究所（以下、農総研）の事例を取り上げた。そ
の仕組みは、同社が提供するプラットフォームを活
用すれば産地でつくられた農産物が都市部のスーパー
の産直コーナーで販売されるというものであった。価
格や販売先を生産者が決定できるという特徴を持ち既
存の卸売市場流通とはまったく異なる分権的な流通で
あった。ただし産直流通の形態はこの農総研の方式ひ
とつではなく、様々な主体が多様な形態で流通をつく
り出しており、主体ごとにどのような特長が存在する
のか明らかにすることは産直流通の更なる発展につな
がるのではないかと考える。
　農総研とは異なる方式のひとつが、大王運輸（本社：
三重県多気郡明和町）のたべねっとみえ事業（以下で

は、たべねっとみえと記述する）である。たべねっと
みえは、物流事業者である大王運輸が主体となり、三
重県内における産直品の流通を可能にする仕組みで、
物流事業者が物流に拘らず、販売まで含めて幅広くサ
プライチェーン内の役割を果たすことで実現したもの
である。本稿では物流事業者が中心となるからこその
メリットや特長、課題について明らかにする。

２．たべねっとみえ事業化までの経緯

１）三重県の農産物流通の概況
　まず農産物流通の前提となる三重県の地理的、経済
的特徴を確認する。
　三重県の地理的な特徴についてみると、面積が
5776.87km2と全国で25番目の広さであり、中程度の広
さということになる。特徴としては、東西の長さが約
108kmであるのに対して、南北の長さが約180kmと、
南北に長い地形であることが挙げられる。その結果、
物流ルートも南北に伸びることになる。
　三重県は、北勢地域、中勢地域、伊賀地域、伊勢志
摩地域、東紀州地域の５つに分かれている。地域別に
人口や経済的な特徴を見ると、北勢や中勢など県北部
の人口が多く、主要な消費地となっている一方で、県



VENTURE BUSINESS REVIEW Vol .13追手門学院大学
ベンチャービジネス研究所

− 6−

南部は地域経済における第一次産業の重要度が高い。
そのため、南部の特色ある農水産物を北部の消費地に
もっていくことが県の活性化につながると考えられ
る。以下では５つの地域別に特徴を詳しくみていく。
　表１に基づき人口の分布を見ると、北勢地域が全体
の46.9%を占めており、中勢地域と合わせて全体の70%
を超えている。人口密度で見ても県全体の平均が314.5
人に対して、北勢地域は936.5人と約３倍である一方で、
東紀州地域では88.7人と４分の１程度であり、北勢地
域に人口が大きく偏っていることが分かる。高齢化に
ついては、老年人口の占める割合が、北勢地域が25.4%
であるのに対して、伊勢志摩地域では34.8%、東紀州地

域で42.3%となっており、県南部の方が、高齢化が進ん
でいることが分かる。
　農業生産面でみると、表２のように人口に占める農
家の比率は県中部・南部が高く、専業農家に限定して
みると、東紀州地域が他地域に比べて圧倒的に高い。
県南部ほど農業が重要な産業であることが分かる。
　流通面でみると、表３のように小売業事業所数は北
勢地域と中勢地域で全体の65%、小売業年間商品販売
額では70%以上である。このように生産面でも、流通
面でも北勢地域、中勢地域が大半を占めている。所得
の面でも、県全体が315万5000円に対して、北勢地域で
は346万4300円であるが、伊勢志摩地域は248万300円、

図１　三重県の域内循環の課題
出所）�三重県庁ホームページ、https://www.pref.mie.lg.jp/KEIMACHI/HP/shitenba/62211043170.

htm、2020年８月20日最終閲覧。

表１　三重県の地域別の人口

注）�総人口と老年人口は2018年10月時点、人口密度は2015年10月時
点の数値である。

出所）�三重県統計課「三重県の人口」および総務省統計局「国勢調
査報告」に基づき作成。
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東紀州地域は229万6400円となっており、大きな開きが
ある。これは、北勢地域が製造業の事業所数では半数、
製造出荷額では７割以上を占めていることと連動して
いると思われる。
　表４のように、産業別総生産をみると、東紀州地域
は、他地域と比較して、第一次産業の比率が高い。そ
の地域の製造業の比率を見ると約10%と北部の地域に
比べて著しく低い。工場誘致が容易ではないこともあ
り、東紀州地域の経済を活性化させる上で第一次産業
の重要性は高く、農林水産業の強力な推進が課題であ
る。さらに、農産物などの知名度が高まれば観光業な
どへの波及効果も期待できる。そのため、第一次産業

を活性化し、東紀州地域など県南部の地域経済を維持
していくためには農産物流通の仕組みの整備は喫緊の
課題である。
　以上のように、三重県を地域別に見た場合県北部の
北勢地域が人口でも、所得面でも中心を占めており、
県南部との経済的な格差は大きい。したがって、県内
の経済活性化策、あるいは県内の消費促進策の観点か
ら、農業従事者が相対的に多い県南部の農林水産物を
県北部で販売する事業が推進され、そんな中でたべ
ねっとみえが生まれた。次に、たべねっとみえの前身
のトライアル事業をみていく。

表２　三重県の地域別の農家数

注１）2015年２月時点の数値である。
注２）�販売農家とは経営耕地面積30a以上または農産物販売金額が年間50万円以上の農家のこと

を指す。
出所）農林水産省「農林業センサス」に基づき作成。

表３　三重県の地域別の経済（2016年度）

注）�製造業事業所数と製造品出荷額は2017年６月時点、小売業事業所数は2014年７月時点、小売業年間商品販売額は
2013年、市町民所得は2016年度点の数値である。

出所）�三重県統計課「三重の工業」、「三重の商業」、「三重県の市町民経済計算」に基づき作成。

表４　三重県の地域別・産業別構成比（2017年度）

注）輸入品に課される税・関税等を除く。
出所）「平成29年度三重県の市町民経済計算」に基づき作成。
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２）トライアル事業の実施
　（株）百五銀行・（株）百五経済研究所が中心となり、
東紀州地域、志摩・紀勢地域、伊賀地域の生産者・加
工事業者と、北・中勢地域の小売店を紐づけ、その間
を物流事業者が商品を運搬して結び、農林水産物や加
工品の販売を行うというトライアル事業が行われた。
その背景には、上述のように三重県は南北に長く、県
内で商品が円滑に流通していない課題がある。そこで
流通の円滑化を通じて、東紀州地域の農林水産業の振
興、および加工・販売の活性化による地域経済の拡大
と雇用の維持・拡大を目指すことになった。
　表５のように、2012年11月から地域を変えながら４
回のトライアルが実施された。第１回のトライアルを
通して、①農家の近くに集められた農産物の集荷機能、
②ドライだけでなく、冷凍・冷蔵も含めた輸送機能、
③農業生産者と小売事業者との間を繋ぐ商社機能など
の必要性が見えてきた。
　それを受けて、新たな担い手として大王運輸が選ば
れ、第２～４回のトライアルが行われた。同社が選ば
れた理由としては、三重県全体をカバーした物流網を
既に構築していること、冷凍、冷蔵、ドライのすべて
の温度帯に対応可能な車輌と保管設備を保有している
こと、肉の加工食品を中心に、県内一円のスーパーへ
の配送を行っており、スーパーとの接点を保持してい
ること、包装・ラッピング・シールなど流通加工も対
応可能なことが挙げられる。一方で、大王運輸が引き
受けた要因としては、マルチスキル化など物流だけの
枠を超えて進化し、生き残ろうとする戦略と合致して
いること、経営者が地域活性化に貢献したいという強
い想いを持っていたということが挙げられる。
　この４回のトライアルを経て、大王運輸が事業を引

き継ぐことになった。

３）大王運輸の概要
　大王運輸は1955年に現在の三重県志摩市で創業され
た物流事業者である。同社の経営理念は「顧客本位」「独
自能力」「社員重視」「社会との調和」である。
　もともと地元で水揚げされた鮮魚や水産加工品の輸
配送業務が中心であったが、現在は肉加工品（ハム、
ソーセージ）、冷凍食品、アイスクリームなどの加工食
品を三重県内の主要なスーパーに納品している。主な
取引先は丸大食品や伊藤ハム、三菱食品などである。
　大王運輸の物流事業者としての特徴は、三重県全域
を網羅する配送網をもっているということである。同
社が独自につくり出した共同配送システムであるDCL

（大王コールド・ライン）で三重県全体を効率的に配送
する仕組みを実現している。これにより、三重県全域
のスーパーに配送できると同時に、その帰り便により
生産者のすぐ近くの集荷場まで取りに行くことが可能
になっている。

３．たべねっとみえの概要と特質

　前節までの経緯をふまえて、本節ではトライアル事
業後に大王運輸が本格運用しているたべねっとみえに
ついて概要を説明した上で、その特質を論じる。それ
を通じて、物流事業者が主体となった地域型の産直流
通の要点を明らかにする。

１）たべねっとみえの仕組み
　大王運輸が運営するたべねっとみえの仕組みについ
て説明する。
　図２は、たべねっとみえの全体像を示したものであ

表５　トライアル事業の概要

名称 期間 生産者・品目 物流会社 売上

東紀州地域 物流・流通
トライアル事業（第１回）

2012年11月２日～	
11日（10日間）

７生産者、35品目（買取販
売15品目、委託販売20品目）

大 井 運 送 有 限 会 社、
フレッシュ物流株式
会社

約115万円

東紀州地域 物流・流通
トライアル事業（第２回）

2013年４月26日～	
６月27日（２ヶ月間） 32生産者、約200アイテム 大王運輸株式会社 166万7300円	

（平均２万7900円/日）
志摩・紀勢地域物流・流
通トライアル事業

2013年６月28日～	
８月29日（２ヶ月間） 22生産者、約100アイテム 大王運輸株式会社 144万3359円	

（平均２万4000円/日）
伊賀地域物流・流通トラ
イアル事業

2013年８月30日～	
10月31日（２ヶ月間）

20生産者（伊賀地域：19生
産者）、約10アイテム 大王運輸株式会社 149万9863円	

（平均２万5000円/日）

出所）�「物流ブルー・オーシャン戦略研究会2016年８月会合資料」に基づき作成。
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る。たべねっとみえでは、まず大王運輸が主に伊賀地
域や伊勢志摩地域、東紀州地域など県南部の加盟生産
者に発注を行う。加盟生産者は、受注した商品を所定
の集荷場所（画像１）に搬入する。大王運輸が集荷場
所を回って商品を回収し、デポ（大王運輸本社倉庫）
まで輸送する１。集荷に関する特徴として次の２点が挙
げられる。１つは、各集荷場所が生産者の近接した場
所であると言うことである。２つ目は、集荷には、同
社が別事業で構築しているスーパーへの配送ネット
ワークの戻り便も活用していることである。これは
２-３）で述べたように三重県内全域のスーパーへの食
品配送を行っている大王運輸だからこそ可能な仕組み
である。
　集荷された商品は一旦デポで保管され、たべねっと
みえ担当ドライバー（以下では担当ドライバーと表記
する）が配送当日に品目別の数量を決定し、配送ルー
トを決めて配送する（画像２）。荷主に指定された配送
品目・数量を指定時間までに運ぶ一般的な物流と違い、
担当ドライバー自らがそれらすべてを決めるのが特徴
である。
　売場は主に北・中勢地域の地元スーパー（スーパー
サンシや一号館など北勢地域を中心に展開するスー
パーやJAなど）の産直コーナー（画像３）で、小売店
の買取販売ではなく、大王運輸の委託販売である。生
産者から買い取った商品を店頭で委託販売することに
なるため、販売リスクは大王運輸が全面的に負担する

１  県南部の一部では中田商事が生産者から集荷して中間デポに集め、大王運輸がひきとっている。

ことになる。店頭の在庫管理も同社が担う。したがっ
て、前述のように各店舗への配送品目・数量の決定を
担当ドライバーが行っている。また、売場で商品の陳
列や、小売店頭・デポの在庫量に応じた加盟生産者へ
の補充発注も担当ドライバーが行っている。
　収益は、小売店頭での売上から小売事業者が手数料

（賃料）を差し引いて、大王運輸に対して支払われるこ
とで確定する。そこから、同社が加盟生産者に対する
支払いを行う。

画像１　集荷場所
出所）筆者撮影。

図２　たべねっとみえの仕組み
出所）筆者作成。
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画像２　配送車両
出所）同上。

画像３　スーパーの売り場
出所）同上。

２）たべねっとみえの特性分析
　宮㟢・二宮（2020）で述べたように、農産物流通の
機能は①需給調整、②物流、③情報流の３つの観点か
ら捉えることができる。この３つの観点からたべねっ
とみえの特質を説明する。
（1）需給調整
　販売する商品は、事前に登録された加盟生産者に対
して大王運輸が発注する２。加盟生産者への発注は店舗
ごとに詳細に予測した数量ではなく、全店舗合計の大
まかな総量の発注である。配送当日には、在庫量を踏
まえて、デポから全店舗に配送する品目と数量を決定
してトラックに積み込んで、次の手順に従って、届け
る。
　①　�積み込んだ各商品に対して、店舗ごとの大まか

な納品量の見当を付ける。
　②　�店舗に店頭棚の空き具合と競合の販売価格を確

認する。（場合によっては店舗と交渉する。）
　③　�それらの情報に加えて、店舗ごとに売れる品目

２  加盟生産者は同社が百五銀行など他社と連携して開拓している。

をイメージして配送ルート（立ち寄る店舗の順
番）を決める。

　④　�それらを踏まえ、担当ドライバーのカンも含め
た需要予測に基づき、各店舗への納品量と価格
を決定する。

　⑤　�最終的に全店舗に積み込んだ荷物を全て置き切
る。売場に置けなかった分は店舗のバックヤー
ドに置かせてもらう。

　⑥　�店舗内を見渡し、過去の販売実績と照合しなが
ら補充が必要な品目と量を決定する。デポに
戻った際に、発注する。

　加盟生産者と大王運輸との取引は委託販売方式では
なく買取方式を採用している。各店舗での競合商品の
価格や卸売市場の価格情報などの情報を確認しながら
納品時に、価格を設定する。
　以上のように、たべねっとみえにおける需要と供給
の調整は大王運輸の担当ドライバーが責任と権限を
持って担っている。事前に細かな配送計画はなく、逐
次調整を行いながら配送している。他の産直生産者と
の店頭スペースをめぐる競争で、店頭スペースを維持
できるだけの数量が必要である。一方で、買取方式の
ため売れ残りは大王運輸の廃棄ロスにつながるため最
小限にしなければならない。このトレードオフを最適
化するように生産者に発注する必要がある。時間に
伴って変化する店頭スペースの状況に合わせて、各店
舗の需要を予測し、納品数量と価格を調整する。この
ように、通常のドライバーと違って、担当ドライバー
が需給調整に大きく関与し、その権限を持っているこ
とが分かる。
（2）物流
　加盟生産者の物流上の役割は、所定の集荷場所に受
注した商品を搬入することである。その後、大王運輸
が注文に対して計画的に集荷場所に集荷、そして集荷
場所からデポ、デポから小売店までの輸配送を行って
いる。集荷は肉の加工食品などたべねっとみえ事業以
外の物流の戻り便を活用しており、コストを削減して
いる。
　大王運輸による買取なので、デポにおける在庫管理
は自ら行う。デポは全温度帯（常温・冷蔵・冷凍）に
対応しており、店舗への配送には冷凍・冷蔵など複数
温度帯に対応した専用ワンボックスカーを使用してい
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る。以上のように物流全般を大王運輸が担っている。
　ただ店舗への配送は、事前に決まった配送ルートが
あるわけではなく、配送商品を見ながら、より多く送
り込みたい店舗を優先するルートを担当ドライバーが
判断して決定している。地理的要素だけでなく、店頭
スペースや需要の大きさなど販売の要素も含めてルー
トを決定している。物流費などのコストを下げるより
も販売し切る（売れ残りを防ぐ）を重視している。こ
のように配送便を行う担当ドライバーにはマーケティ
ング的な能力と店頭状況に応じた配送計画立案・修正
の能力が求められる。
　特定の商品が店頭・店舗バックヤードに置き切れる
かどうかは、店舗管轄エリアの需要だけでなく、その
時点の店頭の空き状況も考慮しながら配送ルートを適
切に設定できているかが影響する。例えば、ピーマン
の配送品が多い場合、どの店舗でより多く売れるかを
考慮して、そこで押し込まないといけない。もし一番
需要が見込める店舗を配送ルートの最後にしてしまう
と、偶然その時に店頭スペースがないとデポに持ち帰
らざるをえない、あるいは廃棄することになる。この
ようなことを考慮して、配送ルートを決定することが
担当ドライバーには求められる。
（3）情報流
　売場の販売状況に関して、大王運輸の担当ドライ
バーが実際に目で見て確認して、店舗の従業員と話を
しながら、販売動向を把握している。一方、加盟生産
者に対しては大王運輸が発注し、加盟生産者には直接
販売動向（市場動向）はフィードバックされない。こ
の点は、宮㟢・二宮（2020）で述べた農総研と異なる。
　大王運輸が販売リスクを負いながら、販売に関する
各種情報を駆使して意思決定を行っているが、その実
現には、マーケティング能力３が必要になる。その鍵
となるのが販売情報に加えて店舗周辺の顧客情報や需
要情報である。運ぶ場所（店舗）は決まっているが、
店舗から与えられた注文量ではなく、担当ドライバー
自らが各店舗の納品量を決めて配送する。たべねっと
みえでは担当ドライバーに意思決定権限が集中してい
るのである。その判断を効果的に行うために重要なの
が店舗周辺の顧客情報であり、消費者の属性を知った
上で、そのニーズにマッチした品揃え（品目ごとの量）
を行うことが担当ドライバーには求められる。すなわ

３  ここではマーケティング能力を顧客の消費特性など需要を把握し、それを品揃えなどに反映させる能力のことを意味する。

ち、多く売れるかどうかは店舗周辺の住民の属性（特
性）に基づく、担当ドライバーのマーケティング分析
力に大きく依存している。
　その反面、意思決定が担当ドライバーに集中・完結
しているため、配送中に他の社員と情報共有する必要
がなく、情報の引継ぎ漏れなどは発生しない。
（4）小括
　上記では、①需給調整、②物流、③情報流の３つの
観点から捉えたがそれをまとめると、たべねっとみえ
の３点の特質が見えてくる。
　第１に、大王運輸が生産者と消費者をダイレクトに
つなぐ役割を果たしているということである。そもそ
も大王運輸がたべねっとみえに取り組む目的は、県内
の魅力ある農産物をより多くの県民に知ってもらうと
いう生産と消費の乖離の解消である。大王運輸が介在
することで、生産と消費を結びつけようと言うのがた
べねっとみえである。同社が県内全域にわたる物流網
を既に保有していたことが、生産者と消費者のダイレ
クト化を実現可能にしている。
　第２に、大王運輸は単に物流の側面だけでなく、商
流の側面でも生産と消費を結びつけている。たべねっ
とみえでは大王運輸は加盟生産者から農産物を荷物と
して預かるのではなく、買取を行った上で、その農産
物を小売店舗で、消費者に販売している。すなわち、
同社は物流機能だけでなく販売機能まで担っているの
である。大王運輸の委託販売ではなく、買取制度にす
ることで生産者は安心して出荷することができるよう
になり、より品揃えを豊富化することができるように
なる。ただし、その一方で、大王運輸は通常の物流事
業者であれば負うことのない販売・在庫リスクを抱え
ることになる。そのリスクに対応するために同社の担
当ドライバーはマーケティング能力を身に付け、強化
している。
　第３に、担当ドライバーに配送以外にマーケティン
グ能力を求めている。通常のドライバーであれば配送
の正確さと配送効率を考えて配送するのが主な役割で
あるが、たべねっとみえの担当ドライバーは配送効率
だけでなく、需要予測を加味して「売れる」ことを考
えながら配送しなければならない。通常のドライバー
とは異なるマーケティング・販売ノウハウが求められ
る。
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　このように重要な意思決定を担当ドライバーが担う
理由としては、加盟生産者よりも実需（販売・消費）
に近く、モノの動きや消費者のことをより知っている
ことが挙げられる。担当ドライバーは、各店舗の消費
特性や商品別の売れ行きを把握しており、生産者と消
費者との需給バランスを俯瞰できる立場にある。需給
バランスを取るため、各店舗の周辺の消費者属性（家
族構成のイメージなどまで）を把握して、「何が」、「ど
の店舗で」売れるかを推測している。
　この仕組みの意義を生産者や小売事業者、消費者か
らあらためて捉え直すと以下のようになる。
　生産者にとっては、JAだけでなく、たべねっとみえ
にも商品を出荷することで、リスクを分散することが
できる上に、地元産や新鮮さを強みとした販売を行う
ことができる。
　小売事業者にとっては、大王運輸に場所貸しするこ
とで、自分たちで在庫リスクを抱えることなく、新鮮
さや地元産という付加価値のある商品を提供すること
ができる。競合店舗に対して顧客を呼び込む目玉とな
るという側面と、場所貸しという販売に左右されない
安定的な収益源をつくるという側面を持ち、大きなメ
リットに繋がっている。
　消費者にとっては、新鮮な地元産（県内産）の農産
物を手軽に買うことができる。県内の知らない美味し
い農産物、農産物加工品を入手でき、これまで知らな
かった三重県の魅力を知るきっかけにもなる。
　以上の意義から、大王運輸は新鮮な地元産を求めて
いる消費者に県内各地の魅力を産直として、県内で幅
広く届ける（特に、県南部の生産者は県北部にも届け
たい）という意図のもとに取り組んでいる。

３）�他の農産物流通と比較したたべねっとみえの特質
　ここまでたべねっとみえの特性を分析してきたが、
あらためて他の事業主体であるJA、農総研との比較を
行うと以下のように整理される。
　第１に、物流事業者であるがゆえに、たべねっとみ
えでは１社による機能横断的な産直流通が実現されて
いることである。大王運輸は企画・管理だけでなく実
行までふくめて全て行っている。全国対応している農
総研は実行を考えていないし、JAは企画・管理機能の
みである。その一方で、物流の実行もできる大王運輸
は生産者のすぐ近くの集荷場から店頭までという広範
囲な機能横断を実現することができた。ここから物流

事業者が主体である意義が見えてくる。
　第２に、このような機能横断的な産直流通を実現し
ようとすると、流通範囲が狭く、販路も少なく、物量

（ロット）も少ない仕組みとならざるをえなかったこと
である。ここから地元密着の物流事業者が行う限界が
みえる。
　第３に、マーケットイン発想に基づいた仕組みであ
る。生産者からの買取であるため売り切らなければな
らず、それがマーケットイン発想を大王運輸に求める
こととなった。具体的には、各店舗の需要量を基準に
店頭の空きスペース、競合の価格を考慮して、発注品
目・量（＝納品品目・量）を決めて廃棄ロスを減らし
ている。JAも農総研も基本は収穫したものをすべて市
場に流通させるというプロダクトアウトの発想である
のに対し、たべねっとみえは自ら販売を行うことで、
生産者側に寄りすぎずにサプライチェーン全体を俯瞰
し、調整する姿勢を持って事業を行っている。物流事
業者が小売まで担う意義がこの点に表われている。
　以上のように、物流事業者であったことで機能横断
的な産直流通が実現可能であった。そして、これまで
の物流事業者が持たなかった販売機能にまで拡大した
ことによりマーケットイン発想をもつに至った。結果
として、たべねっとみえは、JAのサプライチェーン統
括力、農総研の「新鮮さを届ける産直」のための物流
プラットフォーム構築力（物流網の構築・販路の拡大・
生産者の開拓）のみならず、物流および販売を実行す
る能力、在庫適正化（売れ残りの最小化）や配送ルー
トの最短化のために必要なマーケティング能力といっ
た能力をあわせ持つことになった。
　これらを実現できる業種としてはベンチャー企業、
あるいは物流事業者が有力候補として挙がるのではな
いであろうか。物流事業者だからこそ、たべねっとみ
えが実現できたのではないかと思われる。

４．おわりに

１）たべねっとみえの課題と展望
　たべねっとみえは、農産物流通における各主体（生
産者・小売事業者）の役割を変えた物流プラットフォー
マーの農総研とは大きく違い、物流を基軸にあらゆる
機能を一手に担っている。これまで地元で構築してき
た物流網を活用しながら、物流事業者の大王運輸が物
流だけでなく商流、情報流まで包括するとともにサプ
ライチェーンを産直流通という観点で、新しい形に作
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り直した（プロデュースした）点が特長である。物流
事業者が自ら流通を組織し、配送・販売計画（概略）
を立て、販売まで行うことになり、大きな困難を伴っ
たが、物流事業者の生き残りのひとつの可能性を示し
ていると言えるのではないだろうか。
　たべねっとみえの課題としては、第１に、人材育成
の難しさがある。本論で述べてきたようにこの事業に
とっての要は担当ドライバーである。物流事業者が商
流機能にも足を踏み入れたために、需要動向を考慮し
ながら配送計画を自分で立てなければならないなど担
当ドライバーの役割も多くなった。このことが、人材
育成を難しくしている。基本的にはOJTを通じて、先
輩から吸収する教育方法である。これまでスーパー店
舗の従業員と仲良くなりながら店舗の棚を多く確保す
るノウハウや、各店舗の近隣住民の嗜好を把握するノ
ウハウを各人が蓄積してきた。これらを社内で共有で
きるように形式知化し、更にそこに新たな流通ノウハ
ウを追加して、人材育成の仕組みとして作り上げてい
くべき段階に来ていると思われる。
　第２に、サプライチェーン内で横断的な役割を果た
すがためにコストが増加したが、それを補うような
利益体質に改善できていないという課題である。スー
パーでの販売では場所代が必要になる。しかも、買取
制度のため売れ残りの廃棄はすべて大王運輸の損失と
なる。その解決に向け、２つの方向性が検討されてい
る。１つ目は、売れ残り商品を加工・販売できるよう
なレストラン経営や加工品製造といった六次産業化の
推進である。２つ目が販売機会（顧客）を増やすため
の県外進出である。これまで築き上げてきた仕組みを
他地域に横展開し、そこと地域間交流することで、市
場を拡大しようとしている。これまで仕組み作りが主
体であったが、これからの中心は利益体質の改善であ
る。
　第３の課題は、本事業の本来の目的である「より多
くの三重県内の消費者（住民）に県内の魅力を届ける
こと」がまだ十分できていない点である。販売店舗の
開拓が進んでいない現状がある。そこで、三重県内、
県外の三重県出身者などに利用してもらえるオンライ
ンの活用も模索されている。それと共に、眠っている
三重県の産品の掘り起こしにも積極的である。商品開
拓を継続していくには、生産者から提案してもらう仕
組み、あるいは消費者が買いたくなる商品への改良の
仕組みも必要になると思われる。

２）今後の研究の課題
　これまで農総研、たべねっとみえを事例に研究して
きたが、今後の研究の課題は次のとおりである。
　第１に、本稿では物流事業者による産直流通事業を
取り上げたが、産直品流通の形態には様々な主体が構
築した仕組みが存在している。今後は、例えばパルシ
ステムなど小売事業者が構築した産直流通の仕組みを
取り上げ、それとの違いなど明らかにすることが考え
られる。
　第２に、顧客ニーズと物流効率性の観点から、市場
流通と産直流通のバランスの最適化に関する研究が求
められる。現在は、それぞれ個別の流通チャネルとし
て存在しており、消費者からみると選択肢の増加と捉
えられる。スーパーなどの小売事業者からみると品揃
えの幅が広がり、より多くの顧客を呼び込むことがで
きる。加盟生産者からみると流通チャネルが増加し、
リスク分散（補完）の可能性が広がっている。しかし、
供給能力の面をみると、ドライバー不足などの背景も
あり、市場流通と産直流通の物流ネットワークを一体
管理してドライバーを共同利用することも必要になる
と想定される。現在は、主に生産者都合で、市場流通
と産直流通の物量バランスが決まっているが、本来は
消費者の購買動向（例えば、低価格ニーズと新鮮さニー
ズのバランス）に応じて、横断的に（市場流通と産直
流通を一体とみて）ドライバーやトラックを割り当て
られるべきである。そのような最適な流通・物流の管
理の仕組みの構築が今後ますます求められると推測さ
れる。
　第３に、産直品の流通の拡大と地域の独自性との関
係である。現在の産直流通は、拡大期と位置付けられ、
眠っている地域の魅力が掘り起こされて流通する段階
で、特定の範囲内の販売であっても売上拡大が見込ま
れる。しかし、いつか飽和して、売上拡大が見込めな
い時が来ることが想定される。そんな中、さらに売上
拡大を考えると販売エリアを拡大する必要性がある。
全国どこにいても最低限のものが手に入る現代では、
地域外で販売するためには物珍しさという付加価値が
キーとなってくる。これは、地域別により地域の特色
を活かした農産物の開発を求めることとなり、すべて
の農産物ではないが、各地域が担当する野菜を分担し
ながら、全国の消費者の食を満足する姿もイメージさ
れる。こうした産直流通の拡大が生産者や地域の活性
化にどのように影響するのかを明らかにする必要があ
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る。
　第４に、産直流通における小売事業者の役割につい
てである。小売事業者は消費者目線で品揃えを開拓す
ることでこれまで成長してきたが、その一つの方向と
してスーパーで産直品の売場が増加している。ただ、
その売場の多くは生産者などの委託販売となり、小売
事業者の不動産化という捉え方もできる。より多くの
商品を扱う小売事業者は消費者にもっとも近い位置に
いるにも拘わらずマーケット発想を進化させたり、そ
のメリットを増加させたりできていない。それは、た
べねっとみえで物流事業者でありながらマーケット発
想を持つようになった大王運輸と対照的である。ただ、
マーケット発想を持とうとしている小売事業者もあ
る。例えば、パルシステムは「新鮮さ」を安定的に届
けるために九州の農産地から店舗まで一気通貫の流通
の仕組みを作っている。これは、消費者目線から、多
様かつ複雑なニーズを充足したい、あるいは潜在ニー
ズを発掘したいという思いがきっかけと思われる。最
近ではセブン・イレブンやイオンなどでPB商品開発が
行われているが、これも小売事業者による消費者目線
からの存在感アップの表れである。農業の活性化・地
域の活性化において、小売事業者はどう貢献できるの
か、あるいはどう貢献すべきかを検討する必要がある。
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論　文

専門職組織における管理会計システムの活用形態と会計化に関する考察
―我が国の医療機関と大学を対象とした文献レビュー―

井上　秀一
追手門学院大学経営学部　准教授
Shuichi Inoue

１　はじめに

　本稿の目的は、管理会計システムの導入に伴う組織の
「 会 計 化（Accountingization）」（Power and Laughlin 	
1992）を鍵概念として、我が国の医療機関１および大
学を対象とした専門職２組織の管理に関する文献レ
ビューを行い、先行研究の課題を提示することである。
　専門職組織の大きな特徴として、高度な専門的知
識を持つ専門職が存在し、組織の中核業務や業績は
専門職に依存していることがあげられる（Abernethy 
1996）。専門職組織における管理会計システムの特徴に
ついて、藤原・井上（2017）は、医療機関を専門職組
織の代表例として、（１）経営管理者ではなく専門職が
意思決定権限を有していること、（２）組織目標と個人
目標が乖離しやすいこと、（３）個人の業績管理に対し
て抵抗を示すことの３点を指摘している。
　とくに、（３）のように専門職が管理会計システムに
対する抵抗を示すような状況は、「会計化」の枠組みで
議論されている。Power and Laughlin（1992）は、医
療よりも会計的な目標の達成を優先し、現場の活動が
管理会計システムによって歪められてしまうような状
況を会計化と呼び、医療活動が会計によって規定され
るリスクを指摘している。
　しかしながら、管理会計システムを用いた専門職組
織の管理に関する議論は、医療機関を代表例としつ
つも、他の専門職組織に関しては十分にされていな

１  �我が国の医療機関は、医療法第１条の２第２項によれば、「医療提供施設」と定義され、病院、診療所、介護老人保健施設、調剤
を実施する薬局の４つがあげられている。先行研究では、医療機関という場合病院に議論が集中しているため、本稿では病院に
限定して論を進める。

２  �本稿では、プロフェッショナルを専門職、プロフェッションを独占的職業集団（専門職集団）と捉えている。プロフェッショナ
ルやプロフェッションの示す範囲と専門職や独占的職業集団の示す範囲は、完全に一致するものではない。しかし、本稿でその
差異を厳密に定義し、説明することは本稿の範疇を超えているため、プロフェッショナルを専門職、プロフェッションを独占的
職業集団として記述する。

い。加えて、海外の先行研究が主であるため、我が国
の専門職組織においても同様の議論ができるのかにつ
いては検討されていない点で限界がある（藤原・井
上 2017）。そこで、本稿では、これらの限界を克服す
るため、我が国の医療機関と大学を対象とした文献レ
ビューを行う。
　本稿の構成は以下のとおりである。第２節では、専
門職、専門職組織、会計化の概念整理を行う。第３節
では、リサーチ・デザインとして、本稿のレビュー枠
組みを設定する。第４節では、我が国の医療機関と
大学を対象とした文献レビューの結果について詳述す
る。第５節では、文献レビューの結果をもとにリサー
チ・クエスチョンについて考察を行う。第６節では、
本稿のまとめと今後の課題について述べる。

２　専門職、専門職組織、会計化の概念整理

　本節では、文献レビューの枠組みに関する議論を行
うため、専門職、専門職組織、会計化の概念整理を行う。

２-１　専門職

　吉村（1992）によれば、専門職は職業一般ではなく、
ある特徴的性質をもって他から区別される諸職業とし
て取り扱われ、ある種の価値、もしくは規範の共有と
いう要素に言及することによって、専門職の概念の境
界線が引かれるという。例えば、日和（2016）は、専
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門職の概念を明らかにする研究は職業社会学を中心に
行われており、その多くは専門職と非専門職を比較し、
専門職の条件を導出する「属性モデル」であると指摘
している。
　日和（2016）は、属性モデルに基づくプロフェッショ
ナルの条件として、（１）専門職の活動そのものに求め
られる属性、（２）専門家個人に求められる属性、（３）
専門職団体に求められる属性、（４）社会との関係に影
響を受ける属性の４点をあげている。属性モデルでは、
専門職の概念が具体化されているが、専門職の条件に
関する各属性と各要素について統一的な理解があるわ
けではなく、属性の有無で判断するのか、あるいは属
性の程度で判断するのかによって専門職と非専門職の
分け方が異なる（日和 2016）。
　太田（1993）は、専門職の要件として、（１）専門的
知識・技術に基づく仕事であり、長期の教育訓練を必
要とすること、（２）サービスの提供に専門職としての
倫理的規範が求められること、（３）倫理的基準を維持
する職業団体が存在すること、（４）専門性・倫理性を
保証する内的規制が存在し、専門領域において独占的
権限が伴うことの４点をあげている。
　藤原・井上（2013）によれば、専門職の概念は多様
な理論的パースペクティブから議論されてきた経緯は
あるが、次の２つの立場に大別されるという。（１）専
門職を独占的職業集団に所属する個々人と解釈する立
場と、（２）独占的職業集団の存在の有無にかかわら
ず、個々の従業員が有する専門的知識・権力・自律性
などの程度として専門職を捉える立場である。前者で
は、専門職を機能主義的に捉え、資格や独占的職業集
団の有無などに基づき専門職と非専門職を区別してい
る。一方、後者では、専門職を、独占的に市場を占有
しようとする職業集団に所属する一員と捉え、専門職
同士の勢力すなわち「管轄権（Jurisdiction）」（Abbott 
1988）に関する闘争の結果、特定の専門職が成り立つ
と考えられている（藤原・井上 2013）。
　白石（2000）は、研究者間でおおむね合意が得られ
ている専門職の定義として、（１）専門的な知識や技術
を有すること、（２）自律性を有すること、（３）専門
性に独占的権限が伴うこと、（４）独自の倫理綱領を備
えていること、（５）専門職業団体が存在することの

３  �専門職と混同されやすい言葉として専門家（スペシャリスト、エキスパート）がある。専門家は「ある限定された領域や部門に属し、
そこで活動するための特別な知識や技能をもっている人」（日和 2016：59）を意味するため、専門職の示す範囲とは明確に異なる。

５点をあげている。また、白石（2000）は、後述する
Etzioni（1964）の定義に基づけば、同じ医療専門職で
も医師は「完全専門職」であるのに対し、看護職は「半
専門職」という位置づけになると指摘している。
　このように、専門職の概念は一義的に定められては
おらず、諸定義の公約数として理解されており（進藤 
1991）。具体的な専門職の範囲は研究者によって異な
る３（吉村 1992）。

２-２　専門職組織

　Etzioni（1964）は、専門職組織の特徴として、組織
構成員の50%以上が専門職であることと、組織の主要
な活動において専門職が非専門職に対し優勢な権限を
もつ関係にあることを指摘している。具体例として、
総合大学、カレッジ、たいていの高校以下の学校、調
査組織、治療的精神病院、大規模な一般の病院、社会
事業機関をあげている。また、専門職組織のうち、専
門教育が長期（５年以上）の専門職職員を雇用してい
る組織を「完全専門職組織」、より短期（５年未満）
の専門職職員を雇用している組織を「半専門職組織」
として大別している（Etzioni, 1964；邦訳1967：120-
121）。
　専門職組織の構造について、Mintzberg（1983）は、
病院、大学など多くの専門職により構成され、垂直的・
水平的に高度に分権化された組織形態をプロフェッ
ショナル官僚制（Professional Bureaucracy）と呼んで
いる。プロフェッショナル官僚制において、現場の専
門職は、マネジャーが管理することが困難なほど高度
な専門的知識や技術を有し、かつそれに大きな需要が
あることから、自律的に業務を行うことが許容されて
いる。しかし、多様で単純なルーティン業務を専門職
がこなすことは、業務上も経営上も非効率であるため、
専門職を支えるサポート・スタッフが必要となる。そ
のため、プロフェッショナル官僚制では、自律的な専
門職集団と官僚的なサポート・スタッフ集団の２つが
メインとなり、他の組織と比べミドルラインが薄くな
るという特徴がある（Mintzberg 1983）。
　太田（1993）によれば、専門職組織における専門職
と組織との関係は、官僚制組織との関係で論じられる
ことが多く、その理由の１つとして、専門職の論理と



VENTURE BUSINESS REVIEW Vol .13 追手門学院大学
ベンチャービジネス研究所

− 17−

官僚制の論理は本来相容れないものと考えられている
という。例えば、専門職は専門職としての活動に専念
できる安定した地位・身分、自律的な活動の保障など
の諸条件を求めるのに対し、官僚制は命令―服従とい
う権限の構造を基本とするため、両者の間に緊張関係
が生まれる（太田 1993）。
　専門職と組織との間の緊張関係を巡る主要な議論の
１つに役割コンフリクトがある。蔡（2007）によれば、
組織を役割システムと見た場合、組織の構成員は組織
からの役割期待を忠実に遂行する演技者であるとい
う。役割コンフリクトは、組織の構成員が、両立不可
能な複数の役割期待、あるいは自身の価値観や規範と
は異なる役割期待を遂行するよう周囲から圧力がかけ
られている状態と理解され、その状態が深まると組織
や個人のパフォーマンスが低下することが知られてい
る（Kahn et.al. 1964；Rizzo et.al. 1970；蔡 1999）。
　医療機関を例にあげると、公式的には官僚制的な指
揮命令系統が存在するが、これとは独立して、医療上
の必要性に応じて医療専門職集団の命令が最優先され
るという意味で排他的な権限をもつ医療専門職集団
独自の命令系統が存在する（進藤 1990）。このような
医療専門職集団と経営管理者の二重の権限構造によっ
て、医療専門職は経営管理者からの命令と医療専門職
集団からの命令との間で役割コンフリクトを抱えるこ
とになる（Smith 1955）。
　例えば、医療専門職は専門性には高いコミットメン
トを示すものの、直接的に会計的なコントロールに
関与させると役割コンフリクトを抱える傾向にある

（Abernethy and Comerford 1999）。より具体的には、
「人間を相手とする我々が、なぜ製造業のやり方に学
ばなければならないのかという反応」（大西 2008：16）
が見られる。
　このように、専門職と官僚制は対立軸で捉えられる
ことが多いが、必ずしも両者が対立するわけではな
い。例えば、太田（1993）は、官僚制は制度や規則に
よって管理者の権力の行使を制限し、個人の権利・自
由を保障しようとする立憲的な側面があり、その側面
に焦点を当てると官僚制は必ずしも専門職に適合しな
いものであるとは断定できないと指摘している。太田

（1993）に対し、長尾（1995）も、官僚制の構造的特
性の多くは専門職の特性と分岐的・対立的であるが、
専門職と官僚制があらゆる点で対立的であるとは限ら
ず、いくつかの点において両者は一致し、対立的側面

においてもその度合いは様々であると指摘している。
　長尾（1995）によれば、専門職と官僚制との間に生
じるコンフリクトの主要な直接的な原因は専門職の自
律性の要求にあるが、自律性の要求の強さや実際に享
受しうる自律性の度合いは専門職個々人の要因よりも
むしろ、専門職の種類や専門職が所属している組織と
密接に関係しているという。例えば、医師や弁護士の
ような完全専門職が組織構成員の割合の多くを占め、
かつ軽視できない役割を担う時は、組織側で対応策が
講じられない限り、コンフリクトの顕在化は避けがた
い。一方で、病院の看護部門や学校の教師などの半専
門職は、完全専門職に比べ、官僚制の原則を適用して
もコンフリクトは顕在化しにくい（長尾 1995）。
　自律性に関連して、組織研究の視座から専門職に関
する研究レビューを行っている西脇（2013）によれば、
自律的な専門職組織と他律的な専門職組織についてそ
れぞれ以下のとおり説明している。「自律的プロフェッ
ショナル組織とは、組織の執行者（officials）が専門職
従業員のグループに、目的の定義と執行、パフォーマ
ンス基準の設定、基準遵守の監視、に関してかなりの
責任を委譲している組織で、病院や大学が該当する。 
一方、他律的プロフェッショナル組織とは、専門職従
業員が管理業務に従事し、彼らに認められている裁量
の量が相対的に小さい組織のことで、図書館や中等学
校（secondary school）などのパブリックエージェン
シーが該当する」（西脇 2013：111）。すなわち、西脇

（2013）の説明に基づけば、ある専門職が自律的である
か他律的であるかは相対的なものであり、専門職に認
められている自律性の質と量で区別されるということ
である。

２-３　会計化

　前述したとおり、専門職組織においては、専門職が
専門性を持ち、かつ業績の中核を担っているため専門
職が中心である。専門職組織において一般企業と同様
の経営管理を行うと、専門職は役割コンフリクトを抱
え、パフォーマンスが低下する恐れがある。そこで、
専門職をどのように管理するかが経営管理上重要とな
る。専門職組織の中でもとくに医療機関の管理会計研
究では、専門職の管理に焦点を当てた研究がさかんに
行われてきた（Abernethy et al. 2007）。
　管理会計システムにおける専門職の管理を巡る
主要な議論の１つに「会計化」がある。Power and 
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Laughlin（1992）は「システムによる生活世界の植
民地化」（Habermas 1981；邦訳1987）の概念に基づ
き、会計による生活世界の植民地化を会計化と呼んで
いる。システムによる生活世界の植民地化について、
Habermasは次のように述べている。「目標や関係や
サーヴィス、それに生活空間や生活時間までが金銭に
換算され、意思決定や義務と権利、責任や依存関係の
すべてが官僚制化され、私的生活態度や文化的・政治
的な生活形式を構成する諸要素が、生活世界の記号的
な構造から切り離されるに及んで初めて、貨幣や権力
の媒体による機能の被拘束性がますます顕わになって
くる」（邦訳1987：313）。すなわち、貨幣や権力とい
うシステムが従来のコミュニケーションに取って代わ
り、日常生活の多くの側面が貨幣や権力に基づき官僚
化され、本来の姿を失うことを示唆している。
　Power and Laughlin（1992）は、生活世界の植民
地化の概念を基に、会計が従来のコミュニケーション
に取って代わり、現場の活動を規定する「会計による
生活世界の植民地化」を会計化と呼んでいる。Power 
and Laughlin（1992）の定義に基づけば、医療の会計
化に伴う悪影響については、過少診療や過大診療を行
う、あるいは診療単価の高い患者を優先し、診療単価
の安い患者は後回しにするなど医療よりも会計的な目
標の達成を優先するような状況が考えられる。一方で、
良い影響については、会計によって医療を見える化で
き、各部門の業績評価や経営改善につなげるような状
況が考えられる。
　先行研究においても、専門職組織の会計化について、
主に医療の文脈で議論がなされている。管理会計シス
テムの導入に伴う医療の会計化がもたらす悪影響を示
唆する研究としては、前述した役割コンフリクトの議
論に加え、業績測定の困難性も指摘されている。例え
ば、医療の成果概念には経済性だけでなく社会的な価
値に直結する有効性の概念が含まれ、業績を正確に測
定することは困難である（藤原 2014）。
　また、業績測定が困難であるがゆえに、医療専門職
は会計数値が現場の活動を正確に反映していないと疑
い、潜在的に財務スタッフや管理会計システムに対し
て不信感がある（Pollitt et.al. 1988）。さらに、財務数
値のみを判断材料として診療科を廃止した場合、その
地域の患者は診察を受けられる医療機関が移動範囲内
に存在しないという状況が発生しうる（高瀬 2012）な
ど、医療の社会的な影響が大きいため、医療を会計化

することに対して、医療専門職が抵抗を示す場合が少
なくない。
　しかし、医療の会計化がもたらす良い影響を示唆す
る研究もある。例えば、Kurunmäki（2004）は、医
療専門職が管理会計に関する知識を身につけるハイブ
リッド化（Hybridization）のプロセスを描写している。
Kurunmäki（2004）によれば、医療専門職が現場の活
動と会計数値を結び付けることで、自律的な診療と予
算目標の達成を両立していたという。Pettersen（2018）
もNPMを背景としたノルウェーの病院改革のケースを
通じて、公的機関を取り巻く複雑な環境や背景の変化
がハイブリッド化を促進することを指摘している。
　 一 方、Østergren（2009） は、 ノ ル ウ ェ ー の 複 数
の医療機関へのインタビュー調査から、Kurunmäki

（2004）のいうハイブリッド化が見られたケースと、
Jacobs（2005）で指摘されるような一部の医療専門職
だけが会計の知識を身につける分極化（Polarization）
が見られたケースの両方が報告されている。

３　リサーチ・デザイン

　第２節の概念整理に基づき、本稿では「専門職組織
はどのように管理され、組織の会計化に対してどのよ
うな対応を行っているのか」というリサーチ・クエス
チョンを設定し、文献レビューを行う。文献レビュー
の範囲について、本稿では、我が国の医療機関や他の
専門職組織でも海外の先行研究で議論されている会計
化の議論が可能であるかに焦点を当てるため、国内文
献を中心としてレビューを行う。
　専門職の範囲について、前述したとおり、専門職の
範囲は研究者によって異なるため、本稿における立場
を明確にする必要がある。本稿では、専門職について、
管理会計研究において主たる議論の対象となってきた

「独占的職業集団に所属する個々人と解釈する立場」を
採用する（藤原・井上 2013）。
　専門職組織の範囲について、医療機関、大学、教会
など古くから専門職としての地位を確立してきた典型
的な専門職組織に雇用される専門職と、企業等の非専
門職組織に雇用される専門職は区別して議論する必要
がある（太田 1993）。本稿では、専門職組織に管理会
計システムを導入した場合に生じる会計化に焦点を当
てるため、専門職に大きな裁量のある自律的専門職組
織、すなわち完全専門職組織である医療機関と大学を
レビューの対象とする。
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　医療機関と大学の範囲について、前者は公的病院（国
公立病院、自治体病院、大学病院など）と私立病院、
後者は国公立大学と私立大学が考えられる。公的病院
や国公立大学は、私立病院や私立大学と比べて、より
高い公益性や公共性が求められる。専門職組織の管理
と会計化という観点からは、公益性や公共性の高い組
織ほど役割コンフリクトが生じ、会計化に関する強い
反応が見られる可能性があるため、本稿では、公的病
院と国公立大学を対象とする。
　管理会計システムの範囲について、専門職を会計的
なコントロールに直接関わらせると役割コンフリク
トを生じる傾向にある（Abernethy and Comerford 
1999）ため、非財務数値によるコントロールによって
補完される必要がある。その観点から、本稿におけ
る管理会計システムは、Anthony and Govindarajan

（2007）で指摘されているような、計画・統制のための
個々のツールにとどまらない広義の管理会計システム
を前提とする（藤原・井上 2013）。
　文献の収集は、CiniiとGoogle Scholarのキーワード
検索を用いて行っている。キーワードについては、専
門職、プロフェッショナル、専門職組織、プロフェッ
ション、経営、経営管理、管理会計、マネジメントコ
ントロールシステム（MCS）、会計化、病院、医療機関、
大学、導入などを組み合わせて検索を行っている。ま
た、検索された論文の参考文献を辿り、本稿に関係す
るものも収集している。ただし、検索された論文のう
ち、学会報告要旨、修士論文、博士論文などは本稿で
は取り扱っていない。

４　�公的病院と国公立大学の管理会計システムに関す

る文献レビュー

　本節では、公的病院と国公立大学の管理会計システ
ムに関する文献レビューを行い、リサーチ・クエスチョ
ンに関する知見を整理する。

４-１-１　公的病院の経営管理上の特徴

　我が国の医療機関においては、医療の質の向上と経
営の効率化の両立を図るため、管理会計システムの導

４  �BSCは「1992年にKaplan and Nortonによって業績評価システムとして考案されたものであるが、現在は、財務の視点、顧客の視点、
内部ビジネス・プロセスの視点、学習と成長の視点という４つの総合的な視点から、戦略マップを用いて、ビジョンと戦略の効
果的な策定と実行を確保し、報酬連動型の業績評価システム、および経営目的に役立てられる戦略的マネジメント・システムで
ある」（櫻井 2010：255）

入が進められてきた（荒井 2013、衣笠 2013）。医療
機関における管理会計システムの全体像について、荒
井（2013）によれば、（１）戦略遂行マネジメント、

（２）責任センターマネジメント、（３）プロセスマネ
ジメント、（４）経営情報マネジメントの４つの領域
が存在し、これらの領域に対応する手法や活動が含ま
れるという。例えば、予算管理は責任センターマネジ
メントに該当し、バランスト・スコアカード（以下で
は、BSC）４は戦略遂行マネジメントと責任センターマ
ネジメントの２つの領域にまたがるものである（荒井
2013）。
　医療の質の向上と効率的な経営を両立するために管
理会計システムの活用が考えられ、実際に医療機関に
おいても一定程度管理会計の活用が始まり、その効果
も検証されつつある（荒井 2019）。しかし、医療機関
としての特性を考慮せず、一般企業で採用されている
管理会計手法をそのまま病院に導入すると、医療専門
職が管理会計システムに対して抵抗を示すなどの逆機
能が発生することがある。そのため、医療機関の管理
会計システムにおいては、（１）組織構造、（２）組織
構成員、（３）成果の測定に関する経営上の特徴を考慮
する必要がある（藤原・井上 2017）。
　以上は医療機関共通の特徴であるが、公的病院では
さらに高い公益性が求められる。例えば、総務省の新
公立病院改革ガイドラインによれば、公立病院改革の
目的について下記の通り述べられている。「公・民の適
切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制
の確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の下
でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を提供
する重要な役割を継続的に担っていくことができるよ
うにすることにある」（総務省 2018：２）。
　公的病院では、この役割を果たすため、医療サービ
スの対価である診療収入の他に、国庫補助金、病院事
業債、一般会計繰出金等が重要な収入源となっている

（佐藤 2005）。公的病院は私立病院と比較し、診療収入
以外の収入源に依存する側面があるため、医療専門職
をはじめとした職員が経営に関して私立病院よりも積
極的ではないという傾向がある。例えば、田中（2014）
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が指摘するように、「自治体病院の特徴は、経営に対す
る意識が職員１人１人にとって非常に低いという問題
がある」（田中 2014：112）。

４-１-２　公的病院における管理会計システム

　公的病院における管理会計システムについては、
BSCに関する研究が主として報告されている。髙橋淑
郎（2011）によれば、伝統的な財務尺度を中心とした
予算管理だけでは、財務偏重となり、近視眼的な判断
を誘発したり、無形資産への投資がおろそかになっ
たりするため、非財務指標も含めて業績評価を行う
BSCが医療機関に導入されたという。公的病院におけ
るBSCについては、三重県立病院への導入事例（荒井
2005）をはじめ、各病院の導入事例が数多く報告され
ている。中田（2015）によれば、公私病院におけるア
ンケート調査結果から、都道府県立病院、他の病院、
市町村立病院の順にBSCの採択率が高いという。
　BSCの導入効果について概観すると、（１）組織とし
ての目標が明確され、個人の目標との一致が図られる
こと、（２）BSCが組織内コミュニケーションのツー
ルとなり、垂直的・水平的な活動が促進されること、

（３）職員満足度や顧客満足度等の非財務指標の向上
を通じて財務数値が改善されることが指摘されている

（例えば、阿部 2006；荒井 2005；市川・熊川 2006；岩
佐 2014；小田 2011；熊川 2006；佐々木 2011；須藤他 
2011；原田 2005）。
　一方で、山口（2010）では、新潟県立病院における
BSCの問題点として、（１）組織の継続性に対する疑
念、（２）戦略の自由度に関する制約、（３）戦略策定
についての課題、（４）院長シートから下位シート（部
門長シート・セクション長シート）への展開について
の課題という４つが指摘されている。（１）は財政再建
のために病院再編を行うのではないかという疑念があ
る場合、再編対象となる病院にとっては、BSCを展開
することに意義を見出せないという問題である。（２）
は設備投資を行うとしても、累積欠損金が巨額に上り、
原価低減と不採算部門の縮小以外に戦略の選択肢が存
在しないという問題である。（３）は戦略策定能力が
不足しており、策定された戦略も、市場対応力の強化
が不十分かつ特定機能の強化に偏りがちであるという
問題である。（４）は上位シートとの連携が確保され
ない、医師の参画が得られない、個々の病院の帰属意
識が低い、経営管理機能が脆弱、インセンティブがな

いというBSCの展開における問題である（山口 2010：
119-122）。
　山口（2010）で指摘されている問題点の一部は、他
の事例でも報告されている。例えば、高橋昌里（2011）
では、駿河台日本大学病院の小児科BSCの作成プロセ
スを通じて、医師をはじめとする医療専門職はBSCに
関する活動を行う時間的余裕がないこと、また、院長
に経営上の権限（人事権、契約締結権、予算編成権な
ど）がないことという問題点が指摘されている。羽田

（2010）では、東北地方のある公的病院へのBSC導入に
おいて、一部の職員のみがBSCの作成に関与し、担当
外の職員はBSCの作成や打ち合わせに参加しなかった
結果、約半数の職員がBSCについて無理解であったこ
とが報告されている。
　公的病院における他の管理会計システムの活用例
については、HOMAS（国立大学病院管理会計システ
ム）を用いた診療科別原価計算（岡本他 2006、亀田他 
2006、塩崎 2016）、テナント式管理会計と院内取引制
度（藤井他 2011）、オープンブック・マネジメント（黒
木・田中 2019）がある。
　HOMASは国立大学病院共通のインターフェースと
して開発されたものである。病院内の部門区分や勘定
科目の統一化が図られ、計数の比較可能性が担保され
ているため、施設間のデータ比較が可能である（岡本
他 2006）。先行研究では、HOMASを用いた各部門の
損益計算を通じて、各部門の問題点や改善点の把握を
行うという経営分析や意思決定目的での利用が報告さ
れている（例えば、岡本他 2006、亀田他 2006、塩崎
2016）。これらの報告は、病院における原価計算は、ほ
とんどの場合、経営分析や意思決定のために利用され、
職員の経営に関する意識醸成や自律性促進のために利
用されているわけではない（荒井 2013）という指摘に
通ずる。
　テナント式管理会計と院内取引制度は、佐賀大学病
院において開発された管理会計手法である。前者は
各診療科を専門病院とし、その集合体として管理する
手法であり、後者は部門間に依存関係があるサービ
スに収入とコストの関係を用いる制度である（藤井他
2011）。荒井（2013）では、テナント式管理会計と院
内取引制度は「テナント式原価計算」として紹介され、
開発者へのインタビューが示されている。荒井（2013）
は、テナント式原価計算を導入し、診療科別に損益計
算を行い、その結果を毎月職員に公表することによっ
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て、診療科別保有病床の既得権益化がいかに非効率で
あるかが明白になったこと、病院全体としての病床数
の最適配分が実現されたことを指摘している。
　オープンブック・マネジメントは、財務諸表をはじ
めとする会計情報の開示・共有を通じた経営管理を行
うことで、職員へのエンパワメントを図る管理会計手
法である（Case 1996）。黒木・田中（2019）では、横
浜市立大学附属病院へのオープンブック・マネジメン
トの仕組みの導入が紹介されている。黒木・田中（2019）
によれば、経営改善プロジェクト「10の提言」とよば
れる取り組みを通じて、職員の危機意識が醸成され、
ひいては財務業績の改善につながったという。しかし、
一方で、黒木・田中（2019）は、継続性や長期的意思
決定との連携、組織間での情報共有、インセンティブ
制度の設計などについて課題があり、業績を高めてい
くために複数の手段を組みあわせて展開していく必要
性を指摘している。

４-２-１　国公立大学の経営管理上の特徴

　18歳人口の減少や家計の悪化など外部環境の悪化を
背景として、大学にはより効率的・効果的な経営が求
められている。しかし、ガバナンスやマネジメント・
システムが形骸化し、機能していないことが経済界等
から厳しく指摘されている（山崎他 2018）。大学にお
ける「効率性」について、橋野（2013）によれば、効
率性という言葉は多義的であり、先行研究では一意的
な理解は得られていないという。その上で、橋野（2013）
は、教育行財政研究における効率性の概念を、「１）節
約としての効率性、２）業務の標準化・機械化として
の効率性、３）平均的水準の優位としての効率性、４）
技術的効率性、５）配分的効率性」（橋野 2013：117）
の５つに大別している。
　これらの効率性は、テイラーの科学的管理法を背景
としたものもあれば、投入産出比を背景としたものも
あるため、文脈によって判断する必要がある。上辺だ
けの効率化は実質的な非効率化を生じさせる危険性が
あるため、個別の事情を踏まえ、最適な改善策を講じ
ることがマネジメント上の重要な課題となる（山崎他 
2018）。
　大学のマネジメント上の特徴について、小日向

（2017）によれば、（１）専門職組織としての意思決定
の仕組みと、（２）非営利組織としての価値基準の２点
により、一般企業とは異なるマネジメントが求められ

るという。
　（１）について、大学の組織構造は専門職である教員
集団と一般企業に共通する管理機構の二重構造になっ
ており、一元的なトップダウンによる意思決定は容易
ではない。そのため、経営管理上の意思決定も、教員
集団の専門性に基づく多様な意見を基盤とし、法人と
教員集団との意見交換および調整活動によって合意形
成が図られる。（２）について、大学は設立の理念や建
学の精神を基盤とした使命や目標が実現できたかが価
値基準である。研究や教育といった活動の成果は社会
的な評価が重要であり、利益という数量的な評価に馴
染まず、また、研究や教育の評価は長期を要する（小
日向 2017：78-84）。
　以上は大学共通の特徴であるが、国立大学について、
両角（2020）によれば、2004年の国立大学法人化に伴
い経営の自由度は増したが、運営費交付金の削減によ
り法人化以降の12年間で全体の運営費交付金は12%減
少し、大学の経営に大きな影響を与えているという。
公立大学について、渡部（2012）によれば、2004年の
公立大学法人制度以降、全ての公立大学が法人化した
わけではなく、運営主体を地方公共団体とするか、公
立大学法人とするかは、公立大学を設置する地方公共
団体の判断によるという。また、法人間の財務状況に
ついてもバラつきが大きい（渡部 2012）。公立大学法
人の財務状況に関連して、渡部（2015）は、設立団体
からの運営費交付金の分析を通じ、ほとんどの公立大
学において収入に占める運営費交付金比率が下がって
おり、運営費交付金の額が段階的に引き下げられてい
ることを指摘している。
　このように国公立大学では、運営費交付金の削減に
伴う収益の減少をはじめとして、組織の会計化圧力を
生じさせる誘因が存在し、組織内でコンフリクトが生
まれやすい状況にある。そのため、管理会計システム
についても、医療機関と同じく、非財務数値も含めた
広義の管理会計システムとして設計・運用を行う必要
がある。

４-２-２　国公立大学における管理会計システム

　国公立大学における管理会計システムについては、
大学病院のケースを報告しているものが主であり、病
院も含めた組織全体の管理のために管理会計システム
を導入するような報告は限られている。その理由とし
て、例えば、山崎（2008）は、BSCは組織の状況によっ
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て形式が異なるアドホックな性質を持つため、それぞ
れの組織に合わせてBSCを導入・運用するためのコス
トは得られる便益や効用を上回る可能性があること
を指摘している。とくに、大学は、認証評価制度の導
入や外圧によって評価を行うこと自体が目的化し、評
価と予算が別のPDCAサイクルとして存在する（山崎 
2008）。
　前述したように、国公立大学では、管理者集団と教
員集団との間でコンフリクトが生じやすい状況にあ
る。そこで、医療機関と同じく、管理会計システムと
してBSCを導入し、管理者集団と教員集団の合意形成
を図る必要性が主張される。例えば、横山（2007）は、
自身の実務経験に基づく提言として、BSCを大学に導
入し、期待される効果を７点列挙している。それらを
要約すると以下のとおりである。（１）顧客志向をベー
スとして「経営の論理」と「教学の論理」がバランス
よく検討できる。（２）顧客満足や業務改革、能力開発
を考えることで大学内外の目標をバランスよく策定で
きる。（３）短期的な目標と長期的な目標のバランスが
図られる。（４）経営の可視化が可能となる。（５）組織、
体系、戦略に関する一連の目標体系を無理なく策定で
きる。（６）教職員全員参加の運動が展開しやすい。（７）
展開を通じて人事制度の変革に結びつけやすい（横山 
2007：77）。
　以上を踏まえて、国公立大学におけるBSCの適用例
として奥居（2005）がある。奥居（2005）によれば、
愛媛大学においてBSCを効率的に運用するために経営
情報システムに着目し、大学の業績評価をモニタリン
グするシステムとして、「組織情報システム」と「教
育研究データベース」の２つを構築したという。奥居

（2005）は、BSC導入の効果として、これら組織内の共
通基盤としてのデータベースと教員の個人評価を組み
合わせて導入することにより、組織と個人の目標一致
が図られるとともに、大学運営幹部に対して評価指標
に基づく進捗確認や意思決定への理解が深まったと報
告している。
　安達（2008）の一連の報告では九州大学のBSC導入
事例としてQUEST–MAPが紹介されている。QUEST–
MAPは、（１）全体像の可視化、（２）コミュニケー
ションの仕組み、（３）大学の特性を考慮した指標の設
定の３点に特徴があり、「自律分散協調型の大学運営」
を実現するためのツールとして導入されている（安達 
2008c）。QUEST–MAPに関連して、新谷（2008）は、

九州大学の大学院改革と人間環境学府の教育について
紹介しており、教育課題として九州大学のBSC導入に
ついて触れている。具体的には、BSCのプロジェクト
チームであるQUESTの指導のもとワークショップを
実施してきたが、QUESTから「『部局内の交流が生ま
れず、意思決定の場への参加率も低く、構成員の意識
もバラバラである』という診断を受け、『人間環境学研
究院としての方向性や組織化の意義が当事者において
ある程度定まらない限り、これ以上のサポートは難し
い』との通告を受けた」（新谷 2008：229）と説明され
ている。
　BSC以外の管理会計システムについては、原価計算
の適用可能性を指摘している城田（2004）がある。城
田（2004）は、原価計算のフレームワークに基づき国
立大学の物件費とその管理について考察を行ってい
る。城田（2004）によれば、国立大学における業務の
態様は多岐にわたることや、非営利組織であるがゆえ
に営利企業を前提とした原価計算をそのまま当てはめ
ることは限界があるという。そのため、城田（2004）は、
国立大学の特徴を踏まえたコスト管理モデルを確立す
ることが資源の効率的利用への足がかりになると指摘
している。

５　考察

　第４節のレビュー結果を基に、リサーチ・クエス
チョンに対する考察を行う。医療機関も大学もEtzioni

（1964）で定義されている「完全専門職組織」であるこ
とから、専門職集団は現場の活動に対して強い権限と
責任を負っており、かつ自律的に活動することが認め
られている。そのため、上位下達を基本とし、目標利
益達成への誘導を図る一般企業の管理会計システムを
そのまま導入すると組織内でコンフリクトが生じる恐
れがある。
　そこで、医療機関や大学では、会計数値による計画・
統制だけではなく、非財務数値による管理も含めた広
義の管理会計システムが求められる。例えば、太田

（2013）は、日本の大学におけるBSCは、経営管理シス
テムとしての役割よりも、組織内の情報や意識の共有
化を実現するシステムとしての役割を担うことが多い
と指摘している。すなわち、専門性の発揮と組織目標
の達成を両立し、経営管理に対する合意形成を行うた
めのコミュニケーション・ツールとして、管理会計シ
ステムが利用されている。BSCで効果があったとされ
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ている先行研究は、それぞれの組織に応じて管理会計
システムをカスタマイズし、コミュニケーション・ツー
ルとして活用することによって、組織内目標の一致や
危機意識の醸成、ひいては財務業績の改善につながる
ことを指摘している。
　以上の議論は専門職と組織との対立構造を前提とし
ているが、専門職組織において両者が必ずしも対立構
造にあるわけではない。対立構造ではなく協力関係で
あるにもかかわらず管理会計システムが機能しない
可能性も考えられる。とくに、公的病院や国公立大学
では、管理会計システムが機能しない理由として、イ
ンセンティブや裁量の問題が存在する。例えば、山口

（2010）はBSCを展開するインセンティブがないこと、
高橋昌里（2011）は院長に経営上の権限がないことを
指摘している。経営上の権限について、尻無濱（2020）
によれば、自治体病院経営者の裁量がどのような要因
に基づき、どの程度制限されるのかについて質問票調
査を行った結果、院内事務方、首長部局、首長が経営
者の裁量を広範かつ強く制限している可能性が示唆さ
れたという。
　また、BSCをはじめとする管理会計システムの導入・
運用には時間的・金銭的コストがかかるため、そもそ
も導入する余裕がない、あるいは継続性をどのように
担保するかという問題もある（山崎 2008）。とくに、
国公立大学は運営費交付金が減少傾向にあるため、管
理会計システムの導入・運用コストに見合うだけの効
果が得られるかどうかについては検討の余地がある。
　会計化の観点からは、管理会計システムを導入・運
用することに伴い、会計化の程度に差はあるものの組
織は会計化されることになる。組織の会計化を「会計
的な目標を達成するためのトップから現場への圧力」
と捉えた場合、自律的な専門職ほどその圧力に対し抵
抗を示す可能性がある。医療機関や大学などの完全専
門職組織において管理会計システムが計画・統制のた
めの経営管理システムというよりも、コミュニケー
ション・ツールとして利用されているのは、会計化に
よる圧力を緩和するためと考えられる。BSCのような
組織内の目標一致を図るツールが利用されることで、
専門職の会計的な管理に対する理解が促進され、会計
化による圧力が緩和された結果、現場の活動と管理会
計システムの連動が実現されるといえよう。
　しかし、同じ管理会計システムであっても、組織に
よって機能する場合もあれば機能しない場合もある。

その違いについては、（１）トップの経営に関する知識
や経験、（２）ミドルマネジメントの役割、（３）事務
方のサポート体制の３つが考えられる。
　（１）について、我が国の医療機関や大学のトップは
必ずしも経営のプロではないため、経営に関する知識
や経験が豊富にある場合と不足している場合で、経営
管理上、大きな差が生じる可能性がある。尻無濱（2020）
が指摘するように、自治体病院経営者が経営改善を行
えるだけの十分な知識や経験を持っているかどうか定
量的に分析を行う必要がある。
　（２）について、Mintzberg（1983）が指摘するように、
完全専門職組織である医療機関と大学はプロフェッ
ショナル官僚制であり、ミドルマネジメントは機能し
にくい構造にある。しかし、ミドルマネジメントはトッ
プと現場の橋渡しを行う存在であるため、トップから
現場への会計的な圧力を緩和する役割を担うことが可
能である。井上・藤原（2016）は先行研究のレビュー
に基づき、医療機関におけるミドルマネジメントの果
たす役割として「吸収役」と「双方向の窓」の２つを
指摘している。井上・藤原（2016）によれば、ミドル
マネジメントがこれら２つの役割を果たし、専門職の
役割期待を調整することを通じて、組織内の秩序がコ
ントロールされるという。
　（３）について、BSCをはじめとする管理会計システ
ムを導入し、それを継続的に実施するためには、事務
方のサポート体制が必要となる。例えば、BSCであれば、
奥居（2005）で報告されているような情報システムの
構築が必要であり、また、BSCを継続的に実施するた
めの推進役の存在も必要となる。
　組織の会計化の影響を緩和するという観点から、上
記３点を考慮した上で管理会計システムを設計・運
用すれば、医療機関や大学のような完全専門職組織で
あっても管理会計システムは機能する可能性がある。
先行研究では、管理会計システムが機能しない要因を
専門職の特性に求めてきたが、それは絶対的な要因で
はなく、数ある要因のうちの１つに過ぎないといえよ
う。

６　おわりに

　本稿では、「専門職組織はどのように管理され、組織
の会計化に対してどのような対応を行っているのか」
というリサーチ・クエスチョンを設定し、文献レビュー
を行った。レビューの結果、医療機関や大学などの完
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全専門職組織における管理会計システムが機能しない
要因は、専門職としての特性というよりもむしろ会計
化の影響であることが指摘できる。専門職としての特
性は、会計化の影響から現場を保護するための１つの
防衛反応ともいえよう。会計化の影響を緩和すること
ができれば、完全専門職組織であっても管理会計シス
テムは機能する可能性がある。
　しかし、誰がどのように会計化の影響を緩和するこ
とで管理会計システムがどう機能するのか、また、管
理会計システムが機能することによって財務業績にど
う結び付くのかについては本稿で議論できていない。
加えて、私立病院や私立大学も対象とし、公私の比較
をすることで、同じ完全専門職組織でも管理会計シス
テムが機能するあるいは機能しない要因を導出できる
可能性があるが、その検討ができていない。さらに、
医療機関や大学以外の完全専門職組織として監査法人
や弁護士法人など、半専門職組織として図書館や中等
学校などがあげられるが、これらの組織について検討
できていない。以上の限界については、今後検討して
いく必要があろう。
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論　文

フード・トレイルの事業モデルと地域食資源利用
―カナダ・オンタリオ州の事例調査から―

葉山　幹恭
追手門学院大学地域創造学部　講師
Mikiyasu Hayama

１．はじめに

　近年、日本において農業・食文化など地域資源を活
かした地域振興の動きが活発に行われている。代表的
な事例としては「B-1グランプリ」が挙げられ、地元
の食資源を活用し地域の企業・団体が一体となった地
域振興が図られている。こういった活動は地域の交流
人口の増加につながることが期待されるが、地域資源
の利用方針や地域連携の方針について、誰がどのよ
うなマネジメントを行うのかは大きな課題となる点
である。そこで、観光において関心が高まっているの
がDMO（観光地域づくり法人）である。DMOとは、

「Destination Management/Marketing Organization」
の略で、観光庁では「地域の「稼ぐ力」を引き出すと
ともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」
の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多
様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づ
いた観光地域づくりを実現するための戦略を策定する
とともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備
えた法人」と定義されている１。このDMOは日本で関心
が高まる以前より、カナダのオンタリオ州ではこのよ
うな組織的な取り組みが先進的に行われている。ここ
では、食品や農産品が単体の商品や訪問目的ではなく、
そのまちにある観光資源と連携して地域を巡る「フー
ド・トレイル（Food Trail）」として取り組まれている。
カナダのフード・トレイルについては、すでに尾家ら

（2018）、中子（2018）、尾家（2019）において本稿と同
じ地域の調査が行われフード・トレイルの内容がまと
められている。尾家（2019）ではその特徴を日本の食
の街道との比較からフード・トレイルの競争優位性に

１  �観光庁（2018）、p.3。
２  �Statistics Canada（2017）を参照。

ついて言及されているが、本稿では２つの事例へのイ
ンタビュー調査から、地域連携体制と地域食資源利用
の状況について考察することを目的とした。

２．インタビュー調査

２-１．インタビュー対象とその地域の概要

（１）Blue Mountain Village Associationの概要
　Blue Mountain Village Association（以下、BMVA）
はBlue Mountain Village（以下、BMV）というリゾー
ト村、およびその周辺地域のマーケティングを行う目
的の団体として1999年に設立された非営利組織であ
る。
　BMVは ブ ル ー マ ウ ン テ ン（Town of The Blue 
Mountains） と い う ト ロ ン ト か ら 北 西 の 方 角 に 約
150km離れた場所に位置する7,025人２のまちに所在す
る。この地域にはスキー場を中核に、その麓にホテル
やコンドミニアムなどの宿泊施設、飲食店や小売店
などの店舗を有している。これらのBMVの観光およ
び各店舗のプロモーションを担うのがBMVAである。
BMVAはこの地域のマーケティングを行う団体として
の活動も行っており、BMVにおけるイベントや周辺地
域を含めた観光プロモーションに取り組んでいる。

（２）Stratford Tourism Allianceの概要
　Stratford Tourism Alliance（以下、STA）は2007年
にストラトフォード地域の観光振興を目的として設立
された非営利組織である。
　ストラトフォード（City of Stratford）はトロント
から西の方角に約150km離れた場所に位置する人口
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31,465人３のまちである。この地域は「ストラトフォー
ド・フェスティバル」で有名であり、フェスティバル
を目的として国内外から観光客が訪れる観光産業を中
心としたまちとなっている。STAはその観光案内の窓
口となり、パンフレットなどによる地域情報の提供や
観光に関する事業者らのマーケティング活動を行って
いる。

２-２．BMVAへのインタビュー

日時：2020年３月３日14時30分～（約１時間）
場所：Thornbury Cider & Brew House（90 King St E, 
Thornbury, Blue Mountains, Ontario）
イ ン タ ビ ュ イ ー：Patti Kendall氏（BMVA: Director, 
Marketing & Events）

（１）フード・トレイルの内容
　BMVAが取り組んでいるフード・トレイルの中心
は、「アップルパイ・トレイル（Apple Pie Trail）」と
いう名称のセルフガイド方式のツアーである。セルフ
ツアーのためガイドマップ（図１）がつくられており、

３  �２に同じ。
４  �日本では一般的に「シードル」と呼称されている。

旅行者はこのマップをもとにマップに掲載されている
ポイントを自由に訪問することができる。なお、この
アップルパイ・トレイルであるが、ガイドマップに掲
載されている（ナンバリングされているものに限る）
施設・店舗の28か所中、６か所のみがアップルパイを
提供する店舗であり、尾家ら（2018）でも述べられて
いるように、アップルパイはこの地域の特徴を表すも
の（シンボル）という位置づけであるといえる。
　アップルパイの他には、リンゴ農園・直売所、リン
ゴに関する飲食店や小売店、この地域の自然や地形を
いかしたレジャー、アクティビティ施設、博物館など
多様なラインナップである。なかでもアップルサイ
ダー４というリンゴを原材料とする発泡酒が人気であ
り、ガイドマップでも大きく取り上げられている。

（２）BMVAの運営と地域連携の体制
　このトレイルは対象範囲が広く、グレイ郡（County 
of Grey County）とシムコー郡（County of Simcoe）
の複数の地域にまたがっており、BMVがあるブルー

図１　アップルパイ・トレイルMAP
出所：Apple Pie Trail Website
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マウンテンのほか、西側にあるミーフォードという人
口10,991人５のまち（Municipality of Meaford）と、東
側にあるコリングウッドという人口21,793人６のまち

（Town of Collingwood）で展開されている。
　BMVAはアップルパイ・トレイルを運営するための
資金調達として参加店舗のメンバー制をとっている。
メンバーになるためには会費をBMVAに納める必要が
出てくる。会費は年間の契約とシーズンの契約に分け
られており、営業期間が限定される農園や直売所など
の施設も参加しやすい配慮がなされている。資金は参
加するメンバー以外からも調達しており、ブルーマウ
ンテンから5,000カナダドル、グレイ郡から2,000カナダ
ドル、ミーフォードから2,000カナダドルと、アップル
パイ・トレイルに関連の深い各自治体から資金が拠出
されている。このことから、図２のようにこの取り組
みが官民、そしてDMOが一体となった事業となってい
ることがわかる。なお、運営資金の構成では全体では
３分の２が自治体およびメンバーからの資金で、残り
の３分の１がBMVAからとなっている。
　メンバーとの連携としては、事業者向けのツアーが
実施されている。これは地域の施設・店舗をお互いが

５  �２に同じ。
６  �２に同じ。

知る機会を設けることが目的である。また、このツアー
にはBMVにあるホテルのフロント従業員も参加して
おり、自身が経験することを通じてより良い宿泊客へ
の観光案内につなげてもらえるように取り組まれてい
る。その他、BMVAはアップルパイ・トレイルに関連
したイベントやツアーの創出のため、旅行会社（バス
会社）とオペレーター（飲食店・小売店などの事業者）
をつなげる役割も担っている。イベントやツアーの企
画をBMVAがサポートすることもあるが、基本的には
旅行会社とオペレーターで開発が行われる。
　インタビューでは地域連携において協会を設立し
たことに大きなメリットがあると述べられた。BMV
は企業であり基本的に自社の営利活動を行う。一方、
BMVAはBMVの事業範囲の枠にとらわれない地域を
含めてプロモーションできる。これにより地域との関
係性を深め、相互によい影響をもたらすことが期待で
きるのである。これまでBMVを訪れる人々は、ただリ
ゾート村内にのみ滞在して、周辺地域に足を延ばすこ
とがあまり起こっていなかった。BMVを含む地域で
は盛んに農業が行われている。また、自然が豊かで観
光につなげられる資源も存在する。こういった地域資

図２　BMVAを中心とした事業モデル
インタビューした内容をもとに筆者作成。
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源をBMVAがつなげてマーケティングを行うことで、
BMVを訪れた客が地域の経済に波及効果をもたらすと
ともに、多様な観光を地域に構築することでBMVに訪
れる人を増やせること、長期間滞在してもらえること、
リピーターになって何度も訪れてもらえることのため
の取り組みが成されているのである。

２-３．STAへのインタビュー

日時：2020年３月５日13時00分～（約１時間）
場所：STA（47 Downie St, Stratford, Ontario）
インタビュイー： Lucy Mclay氏（STA: Visitor Experience 	
Team Lead）

（１）フード・トレイルの内容
　STAが取り組んでいるフード・トレイルは「チョコ
レート・トレイル（Chocolate Trail）」と「ベーコン＆エー
ル・トレイル（Bacon and Ale Trail）」の主に２つで
ある。これらのトレイルも前述したBMVAのアップル
パイ・トレイルと同様にセルフガイド方式でそれぞれ
にガイドマップが用意されているが、大きく異なる点
はバウチャーがそれぞれに用意されているところであ
る。バウチャーはともに33.90カナダドルという価格で
販売されており、STAで購入することができる。価格
は２つのトレイルで同じであるが枚数が異なり、チョ
コレート・トレイルは６枚、ベーコン＆エール・トレ
イルは５枚となっている。これはエールを提供するに
は原価が高くなってしまうためである。
　各トレイルは最大で30店舗の掲載という設定が設け
られており、毎年参加の意思が確認されている。参加
店舗は先着順に決定するが、商品は各トレイルのテー
マに関連するものに限られ、６カナダドル以上の販売
価格となるものであることが条件となっている。この
条件については、参加申請の際の書類でチェックされ
る他、STAで設けられている品質管理体制で、提供さ
れる商品に問題がないかの確認が行われている。また、
一定の営業が行われていることも参加の条件となって
いる。理由はマップに掲載するためには、不定期な営
業時間では問題であるからである。なお、各トレイル
のガイドマップに掲載されている店舗数はチョコレー
ト・トレイルが25店舗、ベーコン＆エール・トレイル
が15店舗である（2020年３月５日時点）。トレイルの利

７  �公演期間は年によって異なる。2019年シーズンは４月16日に最初の公演が行われ、11月３日が最終公演であった。特に５月から
９月にかけて公演数が多い。

用者は年間1,500人（2019年のデータ）ほどであり、チョ
コレート・トレイルが約1,050人、ベーコン＆エール・
トレイルが450人とチョコレート・トレイルが人気であ
る。これらのフード・トレイル以外に、以前、メープル・
トレイルとパンプキン・トレイルを提供されていたこ
ともあるが、通年で行うフード・トレイルは先の２つ
だけに縮小されている。

（２）STAの運営と地域連携の体制
　STAは６人で運営されており、エグゼクティブ・ディ
レクター、パートナーシップ担当、マーケティング担
当、IT担当、会計担当、受付担当という構成になって
いる。観光客の多い夏のシーズンは５人程度の学生ア
ルバイトが雇用されている。これは５月頃から８月頃
まで７来場者が多くなるストラトフォード・フェスティ
バルに合わせての対応である。
　地域のマーケティングについては、（図３のように）
有料のパートナーシップ契約を結ぶ形となっており、
パートナーとなった事業者のプロモーション活動を
STAが担っている。パートナーについてはホテルなど
の宿泊施設、飲食店、小売店、イベントなどで、その他、
自治体もこのパートナーに含まれている。チョコレー
ト・トレイルとベーコン＆エール・トレイルに参加す
る店舗は、このパートナーシップ契約を結んだ店舗を
対象に募集が行われている。
　プロモーション活動としてはSTAによるGoogle 
AD、SNS（メインはInstagram）からの情報発信が行
われている。また、パートナーがSNS等で発信してい
る情報もSTAのSNSから再度発信（シェア）されてお
り、パートナーの情報を様々な人が閲覧できる状態に
できるよう取り組まれている。加えて、マーケティン
グの一環として“Media Visit”という取り組みが実
施されている。これはSTAがライターに依頼し、雑
誌でパートナーの紹介をしてもらうことや、ブロガー
にパートナーの店舗などを訪問してもらい、紹介する
記事を書いてもらうことで、様々な視点からの情報発
信とSNSなどを使った迅速な情報発信がSTAのマーケ
ティングの強みとなっている。その他、ストラトフォー
ドの料理人や提供されている料理について紹介する

“Stratford Culinary Guide”という雑誌の発行が行わ
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れており、2019年で発刊25周年とSTAが長年にわたっ
て、特に食に焦点を当て地域との連携に取り組まれて
いることが表れている。

３．２団体の地域の産業と活動目的の差異

（１）ブルーマウンテン
　ブルーマウンテンはBMVにあるスキー場およびホテ
ルなどを中心とした比較的大きなリゾート地であるた
め、この地域における重要な産業として観光が位置づ
けられる。また、BMV周辺には農地に適した広大な土
地があるため、この地域では農業も重要な産業である。
表１からわかるようにグレイ郡の農林漁業に従事する
人数はストラトフォードやカナダ全体に比べて割合が
非常に高くなっている。
　BMVAへのインタビューで述べられていたように、
この地域にとって観光は重要な存在であるものの、ス
キーリゾートを中心とするため、リゾート施設外の地
域への経済的波及効果は限定的である。また、長期滞
在につながりがたいという課題が存在する。さらに、
ウィンタースポーツであるため繁忙期と閑散期という
偏りが生じやすく、地域での安定した雇用という面で
も課題が残る。
　一方、農業においては、生産地であるという地域の

特徴はあるものの、流動資源であるということから、
加工や現地での消費に対して積極的な取り組みを行わ
なければ、付加価値を高められず消費地へと移動して
しまうことが課題となる。
　BMVAの活動目的はBMVおよび周辺地域のマーケ
ティングである。そのため、これら観光および農業課
題に対応する必要がある。リゾート地と周辺地域の資
源を結びつけるアップルパイ・トレイルの取り組みは、
この地域の農業として特に代表的であるリンゴ、自然
環境を活かしたアクティビティ、そしてそれらへの訪
問客をもてなすBMVのホテルなどの宿泊施設、これら
が三位一体となっている。周辺地域の観光の振興を図
ることで、ウィンターシーズン以外の観光にもつなが
る広域的でシーズンを限定させない取り組みとなって
いる。

（２）ストラトフォード
　ストラトフォードは1950年代にそれまで町の経済の
中心であった鉄道会社の撤退があり、それに代わる産
業の創出として観光業に注力し劇場が作られた。以
降、シェイクスピア劇などの戯曲が現在に至るまで公
演され、「ストラトフォード・フェスティバル」とし
て国内外に知られる観光資源に育て上げている。フェ

図３　STAを中心とした事業モデル
インタビューした内容をもとに筆者作成。
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スティバルの来場者数は2018年シーズンで502,605人
であった８。一つの観光資源に対して人口約３万人のま
ち９にこれほど多くの人々が訪れるため、おのずと他
の産業に対しても大きな波及効果がもたらされる。表
１にあるように特に宿泊業や飲食業といったサービス
業の割合が高く、フェスティバルが少なからず影響を
及ぼした結果であると考えられる。このような地域の
特徴があることから、STAとしては観光の入り口とし
てのフェスティバルの魅力をいかに発信できるか、そ
して、フェスティバルを目的とする観光客にいかにス
トラトフォード全体での観光消費につなげていけるか
が重要となる。また、ブルーマウンテンの事例と同様
に、ストラトフォードにもシーズンの課題がある。先
述しているようにフェスティバルは夏に来場者が多く
なるため、STAでもアルバイト従業員を雇い対応する
など、シーズンによって観光客数に偏りがある。その
ため、フェスティバルの期間ではない時期にも安定し
た観光客を集めていけることが求められる。

４．２団体の地域食資源利用の比較

（１）アップルパイ・トレイル
　BMV周辺のアップルパイ・トレイルが行われてい
る地域には広大な農地があり、３.で述べたように農業
が盛んに行われている。また、この地域はリンゴの生
産が活発に行われてきた歴史があり特産品となってい
る。特にミーフォードはまちのロゴにリンゴが使われ
ており、まちの特徴としてリンゴを全面に打ち出して
いる。現地を訪問した時期がリンゴのオフシーズンで

８  �Stratford Festival Website、“OUR HISTORY”および“MEDIA RELEASES”を参照。
９  �２に同じ。2016年の人口は31,465人であった。
１０  �Statistics Canada（2020）を参照。

あったためリンゴの生産や観光の状況については視察
することができなかったが、写真１のようにリンゴを
模した造りの観光案内所があり、オンシーズンは観光
客への案内が行われている。
　カナダのリンゴの生産は農業統計によると2019年の
生産量で約40万６千トンであったが、そのうち、オン
タリオ州では約15万トンが生産されている１０。図４か
らわかる通り、アップルパイ・トレイルが行われてい
る地域周辺での生産が盛んであり、生産のデータから
もリンゴの生産地とフード・トレイルで提供する商品
との関連性が深いということが表れている。
　ここまででこの地域が食資源の生産地であることが
わかったが、問題は３．（１）でも言及している通り、
一次産品はそのまま消費地に移動させることもできる
ところであり、食資源による観光振興を考える際には、
現地での取り組みが必要である。その点については、
アップルパイなど、フード・トレイルの域内で生産か
ら加工、販売までが行われており、六次産業化が実現
されていることがアップルパイ・トレイルとしての魅
力につながっている。また、同じくリンゴを原材料に
六次産業化の取り組みとして成功しているのがアップ
ルサイダーである。アップルパイ・トレイルにもクラ
フトサイダーを造るサイダリーが７箇所紹介されてお
り、リンゴを起点とした複数の地産地消が営まれてい
る。

表１　グレイ郡とストラトフォードの産業別労働者数（一部の産業）

　
グレイ郡 ストラトフォード カナダ全体

（人） （％） （人） （％） （人） （％）
労働人口（15歳以上） 48,085 　 17,125 　 17,990,085 　
　農林漁業（狩猟を含む） 3,270 6.8 130 0.8 437,650 2.4
　製造業 5,410 11.3 3,165 18.5 1,619,295 9.0
　小売業 5,265 10.9 1,985 11.6 2,031,665 11.3
　芸術、娯楽、レクリエーション 1,200 2.5 785 4.6 363,405 2.0
　宿泊業、飲食業 3,100 6.4 1,450 8.5 1,130,750 6.3

出所：Statistics Canada（2013）より作成。
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写真１　ミーフォードの観光案内所
筆者撮影（2020年３月３日）。

図４　カナダのリンゴ生産分布図（2016年）
出所：Statistics Canada（2019a）。
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（２）�チョコレート・トレイル、ベーコン＆エール・ト
レイル

　ストラトフォードは大きなまちではないが、第２次
産業の鉄道産業、そして第３次産業の観光業を中心に
発展してきたことから、経済成長と産業構造の変化の
法則からすると一次産品の生産に関わる労働者は古く
より比較的少ない地域であったと考えられる。また、
表１からわかるように、この地域の農業は全国から大
きく下回る割合になっており、産業構造に都市の特徴
が表れている。
　フード・トレイルを行う上で地域に農業や漁業が乏
しい状況は地域の特性を打ち出しにくい。それはチョ
コレート・トレイルとベーコン＆エール・トレイルに
当てはまり、カカオ豆は言わずもがな、ベーコンにつ
いても図５のように豚はオンタリオ州において飼養頭
数が多いものの、ストラトフォード地域における生産
ではなく少し離れた地域で生産されているため、マー
ケティングとしてアップルパイ・トレイルのような地
産地消というプロモーションが難しくなる。その他、
地元産の原材料という以外のプロモーションとして
は、例えば奈良地方の名物である「柿の葉ずし」のよ
うに原材料の鯖は取れないが、特徴ある地域の調理方
法が歴史的に長期間にわたって存在し、それを以て地
域食としてのプロモーションは可能である。ベーコン
＆エール・トレイルにおいてもピーミール・ベーコン

（Peameal Bacon）１１と呼ばれる脂肪分が少ないロース
肉の表面にコーンミールをまぶして作られるベーコン
を使った商品を提供するお店があったが、このベーコ
ンはトロントが発祥地とされており、特にこの地域を
代表する食品であるとは言えない。エールについても
図６のようにベーコンと同様である。

５．おわりに

　ここまでカナダ・オンタリオ州においてフード・ト
レイルを実施する組織の活動目的、地域との連携体制、
地域の食資源利用という点から２つの事例を見てき
た。同じ州内のフード・トレイルであっても、その地
域の環境や運営組織の目的によって形が大きく異なる
ことがわかった。
　BMVAのアップルパイ・トレイルでは、リゾート

１１  �カナディアン・ベーコン（Canadian Bacon）とも呼ばれる。ピー（Pea）はエンドウのことであり、古くはピーミールを使って
作られていたが、現在ではコーンミールを使って作るものが一般的である。

地という観光資源を軸に一次産品の生産地であるとい
う地域資源を活かし、生産地を消費地にしていこうと
する地産地消型の取り組みとなっていた。また、アッ
プルサイダーなど地場産の食資源を積極的に現地で加
工、販売していこうとする六次産業化の取り組みも
見られた。加えて、リゾート地という長期滞在型観光
における課題に対して、DMOであるBMVAは地域連
携と統合的なプロモーションを通じて、一層の滞在期
間の延長と周辺地域への経済波及効果を生み出してい
る。
　STAのチョコレート・トレイル、ベーコン＆エー
ル・トレイルでは、生産地という食資源としては魅力
を打ち出すことが難しい地域ではあるが、古くから芸
術のまちとして発展してきた地域の歴史や文化との関
係性、特にフェスティバルへの来訪者をターゲットと
した食の消費地としてのメリットを活かした都市型観
光を強化する取り組みが見られた。
　２つの事例はそれぞれ異なる部分が多いが、共通し
た部分も見受けられた。それは地域の食資源と観光を
結びつけるDMOの役割の重要性と食の生産地または
消費地のメリットを最大化させ地域振興につなげよう
とする点である。ブルーマウンテンおよびその周辺地
域は生産地としての特性の強い地域であり、食資源と
しては恵まれた環境であるが、広範囲に存在し個々の
食資源が単体の資源でしかならない。これをBMVAの
存在により観光スポットや地域の店舗をつなげる事で
広域の連携が実現され相乗効果をもたらす働きがあっ
た。また、ストラトフォードは消費地としての特性の
強い地域であり、集客という点では恵まれた状況であ
るが、観光目的が多様なものでなければ地域としての
効果につながらない。これをSTAの存在により地域が
取り組みやすい食のテーマが設定され観光振興への共
通意識が構築されていたのである。
　カナダ・オンタリオ州におけるフード・トレイルは、
DMOが中核となり地域連携、特に個別に営利活動を行
う事業者をつなぐことで、地域食資源を最大限活用す
る事業モデルを構築していることが分かった。また、
その導入においては、以下の２点が特筆される。地域
にそもそも存在した食資源を有効に活用しているこ
と、また、地域全体への波及効果が高いことである。
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図５　カナダの養豚分布図（2016年）
出所：Statistics Canada（2019b）

図６　カナダの大麦生産分布図（2016年）
出所：Statistics Canada（2019c）
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　第一の地域の食資源については、生産地としてまた
消費地として多くの地域が持ち得るものである蓋然性
が高い。また、新たな建築物や施設などへの投資も極
めて少なく、参加する事業者への負担も少ない。これ
は導入の容易性を表している。
　第二の地域全体への波及効果であるが、「面としての
地域」としても「産業間のつながり」を見ても有効で
ある。面としては、かなり距離の離れた事業者や観光
スポット同士であったとしても、それを結び付け観光
客を移動させる動機づけとなる。加えて、産業のつな
がりに注目した場合でも、起点を「食」とすることで、
第一次産業である農業、その加工品を扱う第二次産業、
さらに飲食の提供や宿泊に関わる第三次産業へと経済
効果が広がる構造となっている。すなわち、フード・
トレイルの事業モデルは、地域に２つの意味で広く好
影響を与えるのである。
　これら導入の容易性と経済効果の広がりを見るに、
DMOを中核としたカナダ・オンタリオ州型のフード・
トレイル事業モデルは、日本においても導入が難しく
なく、またその成果を上げる可能性を大いに秘めてい
ると評価したい。
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１．はじめに

　本稿は、2020年度 追手門学院大学 経営学部「課題
解決型授業の推進」事業内で開催した「経営学部WIL
発信力強化セミナー」（全４回）の実施報告書である。
2018年に創立130周年を迎えた追手門学院大学含む追
手門学院は、これを契機に、主体的に学び、協働して
問題解決にあたる学習スタイルとして、「WIL（Work-
Is-Learning：行動して学び、 学びながら行動する）」１コ
ンセプトを提唱している。同学経営学部でも、「追手
丼プロジェクト」や「北摂エリアマッププロジェクト」
などWILの正課科目を中心として教育活動に積極的に
取り組んでいる。
　この「WIL」では、その構成要素（目標）として、「社
会有為・協働性・発信性」の３つを掲げている。本セ
ミナーは、この３つの構成要素の中でも、各学部の専
門教育で学ぶ機会の少ない「発信性」の技術面に焦点
を当てた。そこで、新型コロナ蔓延の状況に配慮し、
遠隔配信の90分全４回シリーズのセミナーとしてWIL
活動を後方支援する内容を企画した。すなわち、WIL
活動に参加する学生を対象２として、「外部への情報発
信力」を高めることを狙いとしたのである。

１  �追手門学院大学「WILで革新する追大の新教育」ホームページ https://www.otemon.ac.jp/guide/neweducation.html（2020年12
月公開）

２  �本セミナーでは、遠隔会議システムであるZoomを利用したことから、会場のキャパシティ等の問題が発生しないことから、参加
対象者として、WIL参加学生を指導する立場となる追手門学院大学の教職員、ならびに卒業生にも門戸を開放した。

　具体的には、「インターネットを用いたイベント等
への参加者の募集と管理」、「動画の撮影と編集」、「SNS
を用いた情報発信」、「チラシやポスターのデザイン」
といった個別のWIL活動において実践面での課題とな
るスキルの向上を目指し、各課題につき専門家を招聘
する形で実施されている。以下では、各回の内容につ
き、同時に実施した参加者アンケートの分析を含めて
報告する。

２．第１回セミナー

１）第１回セミナーの概要
　第１回セミナーは、「インターネットを用いたイベ
ント等への参加者の募集と管理」をコンセプトに、
Googleフォームの活用に関する基本的スキル取得をす
ることを目標に設定した。セミナータイトルは「Google
フォームで参加者募集と管理」と題した。株式会社
アプリルの福嶋伸之氏を講師に招き、2020年９月24日

（木）13時20分より（90分）、遠隔会議システム Zoom
を使用して開催した。当日は、在学生、教職員、卒業
生を含め、27名の参加希望者を集めた。
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２）第１回セミナーの内容
　大まかな内容は、①Googleフォームでできること、
②テンプレートの選択、③パーツの追加、④設問／
選択肢の作成、⑤フォームの公開、⑥画像の挿入、
⑦セクションなど詳細の設定についての講義をおこ
なった。また、ワークとして実際にスマートフォンで
Googleフォームをつかってアンケートの作成を実施し
た。

３）第１回セミナーの成果と課題
　参加者アンケートを見ると、図１のように９割の参
加者がイベントに「非常に満足した」、もしくは「満足
した」と回答している。また、図２のように、仕事や
関係する分野において役立つ部分があるかという問い
に対して、６割強の参加者が「非常あった」と回答し
ている。「あった」を含めれば、９割弱の参加者が役立っ
たと答えているのである。

図１　第１回セミナーの満足度（n=25）

図２　第１回セミナーの有用性（n=25）

　自由回答では、次のような回答が見られた。講義そ
のものに対しては、「フォームの作り方と編集の基礎
すら知らなかったのでとても参考になりました」や

「Googleフォームは以前から見たことはあるが、今回初

めて作成してみて思ったより難しくなかった。とても
参考になる内容で、社会人になって使う機会があれば、
生かしたい」というようにGoogleフォームをまったく
使ったことがない参加者にも分かりやすい内容であっ
たという意見が多かった。また、実際にgoogleフォー
ムの制作過程を見せ、双方向で実施したことで理解し
やすかったという評価も多数見られた。講義形式だけ
でなく、質疑が可能なワーク型でのセミナー内容は、
他の回でも積極的に取り入れたい。

３．第２回セミナー

１）第２回セミナーの概要
　第２回セミナーは10月１日（木）13時20分より（90分）
で実施し、35名の参加があった。セミナーはZoomを
使ってオンライン形式で開催した。当回は「スマホで
作る一段上の動画制作」をコンセプトに、大学生が手
持ちのスマホで撮影し、動画編集アプリを使って動画
制作ができるようになることを目標にして設定した。
セミナータイトルは「スマホとアプリで簡単動画編集」
と題し、講師として株式会社LaASU１の遠藤尚博氏を
招いた。第２回目の内容と成果は以下のとおりである。

２）第２回セミナーの内容
　セミナーではまず現代の社会における動画の意味に
ついて説明された。日常の生活の中で、例えば電車を
乗り換える１分間に動画を見るというように、スマー
トフォンによって私たちの生活の中で動画が非常に身
近な存在になっている。それにより、テレビで30分や
１時間のTV番組を見るという感覚から、スマートフォ
ンで３分や５分で完結するYouTube動画を見るとい
うように私たちの映像に対する時間感覚が変化してお
り、映像に求められるものが変わっている。
　動画制作のメソッドについて、①企画、②撮影、③
編集の３つの側面から説明された。
　第１に「企画」に関して、実際のテレビ CMなどを
題材に、動画の企画を行う上で、「誰に」と「どんな商
品（サービス）なのか」ということをしっかりと考え
る必要があること、そのために徹底的にクライアント
と対話することでイメージの共有化をすることや、調
査を行うことが不可欠であることが示された。
　第２に「撮影」に関して、三分割法と画角、光の使
い方という基本的な３点を意識することで、素材とな
る画像や動画の質が高まることが説明された。
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　第３に「編集」では、動画編集ソフト「VLLO」でフリー
素材を活用して編集作業を行った。その上で、①伝え
たいメッセージは何か、②動画と音楽のマッチ、③動
画のテンポ「３秒ルール」という動画編集のポイント
が解説された。

３）第２回セミナーを通じた成果と課題
　前項のように、今回のセミナーでは単に動画編集ソ
フトの使い方だけではなく、動画の意義や企画の重要
性などを含めた包括的な内容となった。
　参加者に対するアンケートを見ると、図３のように
ほとんどの参加者が「非常に満足した」、「満足した」
となっている。また、図４のように、セミナーの内容
の有用性に関しても、多くの人が役に立つ部分があっ
たと答えている。

図３　第２回セミナーの満足度（n=22）

図４　第２回セミナーの有用性（n=22）

　自由回答を見ると、「このセミナーで特に勉強になっ
たことを教えてください」という設問に対して、「動
画編集の良いアプリを知れた」や「動画編集において、
抑えるべきポイント」、「撮影･編集のテクニック」と
いった撮影や動画編集、アプリの使い方など技術的な

ものが挙がった。加えて、「動画の編集技術だけでな
く、動画を作成する目的など本質的な部分まで説明が
あり、とても勉強になりました」、「動画を見る機会が
増えていく中でどのように活用していき、どのような
目標を持ってやれば良いのかがわかった」という動画
の位置づけや企画の部分が勉強になったという意見も
多く見られた。
　その一方で、「その他、セミナー全体についてのご質
問やご意見がありましたらご記入ください」という設
問に対して、「講座の中の動画作成のコンセプトみたい
なのが無かったのでどのようなものを作ればいいのか
わからなかった」や「動画編集作業をもっと詳しく知
れるのかと思っていた」という意見が見られた。これ
は実際の動画作成の際に参加者がかなり自由な状態で
作る形であったことと、90分という限られた時間の中
で動画制作に関わる全体を取り上げたため動画編集の
基礎などをより詳しく知りたい参加者には不満を感じ
る部分があったと考えられる。この点は、今後の課題
としたい。

４．第３回セミナー

１）第３回セミナーの概要
　第３回セミナーは10月８日（木）13時20分より（90分）
実施し、28名の参加があった。セミナーはZoomを使っ
てオンライン形式で開催した。当回は、「日々、なんと
なく行っているSNSを改善する」をコンセプトに、「SNS
による効果的な情報発信」を目標にして設定した。セ
ミナータイトルを「Instagram、Twitter、SMSで情報
発信」と題して、やりなおし英語サロンの伊藤裕子氏
を講師に招いた。第３回目の内容と成果は以下のとお
りである。

２）第３回セミナーの内容
　まず、現代の社会におけるSNSの意義について説明
があった。消費者アンケートで「朝起きてまず何する」
という質問に対して、「SNSを見る」は、「トイレに行
く」に次いで２位になっている。また、「SNSが自分の
暮らしに必要という人の割合」は10代、20代では男女
とも60%を超えている。このように若者を中心にSNS
は生活の中で不可欠なものになっており、企業がマー
ケティングを行う上で非常に重要なツールとなってい
る。
　SNSとして日本ではInstagram、Twitterなどが使用
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されており、多くの人が利用しているが、多くの場合
漠然として利用されている。そこで有名なインフルエ
ンサーであるゆうこす（菅本裕子）の著書などをもと
に、SNSに取り組む上での基本的な考え方や姿勢につ
いて説明された。ポイントとしては、①自分が心から
ワクワクできる寝食を忘れるくらいに好きな軸を見つ
けテーマに選ぶこと、②自分が思っている以上にしっ
かりと自分のことを伝える、③漫画のストーリーだと
思え、④夢や願望だけでは応援すらされない、⑤より
簡単にキャッチーに、の５点である。ここからSNSを
考える際に、常に「自分の想い」、「届けたい層のニー
ズ」、「自分の環境」の３つを踏まえることが重要であ
ると指摘された。
　実際にSNSに取り組む上で、主にInstagramに役立
つおすすめのアプリとして、SNS投稿のためのテキス
ト改行アプリ「改行くん」、写真加工アプリ「Snapseed」、
デザインツール「Canva」の３つが紹介された。
　このおすすめアプリを使って、実際にInstagramで
一時的に作られたアカウントに各自写真や文章を考え
て投稿し、それを評価してもらうというトレーニング
を行った。

３）第３回セミナーを通じた成果と課題
　参加者に対するアンケートを見ると、図５のように
ほとんどの参加者が「非常に満足した」、「満足した」
となっている。また、図６のように、セミナーの内容
の有用性に関しても、多くの人が役に立つ部分があっ
たと答えている。
　自由回答を見ると、「写真加工にアプリを教えてもら
えたうえに、とても使いやすかったから非常にために
なった」、「画像加工アプリの具体的な方法」、「写真の
加工方法やアプリについて具体的に知ることが出来た
こと」、「自分の知らなかったSNSを知ることができま
した！画像編集はSNS以外にも使えるので、ぜひ活用
したいです」、「SNSを使った広報の時にはどのような
画像編集が、見る人を惹きつけられるのかということ
がわかり勉強になりました」といった写真加工の方法
やアプリを知ることができてよかったという意見が多
かった。また、「ただ自分の好きな写真を投稿するのも
良いが、フォロワー側の立場になって分かりやすさを
追求することも大切だと学びました」や「年齢層まで
考えて投稿はしていなかったので考えたいと思いまし
た」といったSNSに取り組む上での基本的な考え方が

勉強になったという意見も見られた。
　その一方で、「投稿を受け取る受信者（ターゲット）
の種類によって写真や加工も変えていくべきだと思う
のですが、そういったことにも触れてほしかったです。
それか、今回は『このターゲットに絞る』と最初に決
めてほしかったです。目的に応じた写真加工や工夫が
いると思いました」、「素材となる写真を撮る際の画角
や被写体の割合なども知りたいです」、「どのようにし
たらバズるのかの例を知りたかった」といったより実
践的でより詳しいノウハウについて、もっと知りた
かったという要望が挙げられていた。

５．第４回セミナー

１）第４回セミナーの概要
　第４回セミナーは、「チラシやポスターのデザイン
作成」をコンセプトに、参加学生がそれぞれの活動の
中で作成することが必要となるであろうチラシやポス
ターのデザインに関するスキルを向上させることを目
標に設定した。セミナータイトルは「チラシ・デザイン・
スキルアップ」と題した。アイデアリミックスクラブ
株式会社のデザイナー奥村雅一氏を講師に招き、2020

図６　第３回セミナーの有用性（n=24）

図５　第３回セミナーの理解度（n=24）
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年10月15日（木）13時20分より（90分）、遠隔会議シス
テムZoomを使用して開催した。当日は、在学生、教職
員、卒業生を含め、39名の参加希望者を集めた。

２）第４回セミナーの内容
　「チラシ・デザイン・スキルアップ」セミナーは2016
年度より、アイデアリミックスクラブ株式会社と共同
開発したセミナーであり、2020年度で５回目を迎える。
また、専用のテキスト等も作成し、毎回のブラッシュ
アップも進んでいる。
　今回も先述のテキストを使用し、講義を進めた。大
まかな内容は、①情報の整理、②レイアウト⑴版面・
マージンの設定、③レイアウト⑵グリッドの設定、④
レイアウト⑶優先順位の適応、⑤レイアウト⑷強弱の
設定、⑥配色、⑦文字・書体選び、⑧情報の図式化等
についての講義をおこなった。また、ワークとして多
くの参加者が使用可能なMicrosoft PowerPointを用い
て実際にチラシを作成する過程例が提示された。

３）第４回セミナーを通じた成果と課題
　先にも述べたように、チラシあるいはポスターの作
成に関わる個別の技術だけではなく、作成の大きな流
れ、そして事前準備としての情報の整理などについて
の学修をおこなった。また、デザインの実践的なテク
ニックだけでなく、それを支える理論的な部分や考え
方も紹介された。
　参加者アンケートを見ると、図７のように８割弱の
参加者がイベントに「非常に満足した」、もしくは「満
足した」と回答している。また、図８のように、仕事
や関係する分野において役立つ部分があるかという問
いに対して、実に７割強の参加者が「非常あった」と
回答している。「あった」を含めれば、８割弱の参加者
が役立ったと答えているのである。当該のセミナーに
ついては、すでに５回目の開催を迎え、相当程度内容
が洗練されつつあると考える。
　自由回答では、以下のような回答が見られた。講義
そのものに対しては、学生にも使いやすいPowerPoint
を標準としている内容であること、実際に制作過程を
見せることで、理解しやすかったという評価があった。
また、感覚的なものではなく、理論的な説明が分かり
やすく、実践にも役立ちそうであるという意見が多く
見られた。具体的には、「ジャンプ率」や「黄金比率」
などデザインにおいては比較的初歩的かつ実用的な手

法を消化したことが評価されていた。この点だけにお
いても、「WIL」を含めた諸活動における情報発信に資
するセミナーであったと思料できる。

６．おわりに

　最初に、新型コロナウィルスの蔓延の中で、急遽企
画・実施した本セミナーが無事に終えられたことに感
謝したい。2020年は、新型コロナウィルスの蔓延によ
り混乱の年であった。この影響は、もちろん教育業界、
大学業界でも同様である。幸い追手門学院大学では、
従前により導入を進めていたBYOD（学生が各自に情
報端末を持つ）とLMS（学習管理システム）、そして、
教職員ならびに関係各位の努力により、４月の学期開
始より授業を始めることがかなった。一方で、新型コ
ロナウィルスの感染拡大に配慮する形で、多くのカリ
キュラムが遠隔授業により実施された。当セミナーが
意識した「WIL」に関しても、その学修内容の性質から、
非常に困難を伴ったことが想像に難くない。
　実際に、筆者の担当科目であった「大阪府中央卸売
市場 提携事業」や「農事法人 見山の郷 提携事業」な
どについても、例年とは大きく異なる形で実施するこ

図８　第４回セミナーの有用性（n=18）

図７　第４回セミナーの満足度（n=18）
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とを余儀なくされた。場合によっては、十分な学修が
進められない場面も発生した。そこで、このような「新
型コロナ禍における状況にこそ必要なセミナー」をお
こなうべきであるという問題意識のもと、秋学期に全
４回のWIL活動を後方支援するセミナーを開催した。
　各回のセミナー内容とそのアンケートの結果を見る
に、企画意図であった学部の学修では学びにくい「外
部への情報発信」、特に実践面での課題となるスキルの
向上は、一定の成功を得たと考える。急な準備であっ
たため、参加者の募集・周知やセミナー全体のフォー
マットの不統一などの課題は残ったが、これは今後の
課題としたい。
　最後に、短い準備時間しかない中で初めてのセミ
ナーに対応して下さった講師の先生方、また学内でご
協力くださった関係各位、参加してくれた在学生、卒
業生、教職員の皆様に、改めてお礼申し上げたい。



学 生 支 援
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2020年度学生研究会講義録（全５回）

　今年で８年目を迎える「学生研究会」。例年、春学期と秋学期に対面で実施していた本研究会ですが、今年度は
コロナ禍に見舞われたことにより、春学期は残念ながら中止せざるを得ませんでした。しかし、秋学期には本研究
会はじまって以来の試みとして、オンラインでの開催を実現することができました。活動内容をビジネスプランコ
ンテスト対策に特化し、学内外のビジネスプランコンテストへの応募を目指すべく、５回の実践的な研究会を実施
しました。講師の福嶋伸之先生（アプリル株式会社代表）の丁寧かつ適切なご指導により、充実した活動となりま
した。昨年度に引き続き、単発での参加もできるようにしたことや、申込フォームを導入したことにより、気軽に、
興味をもった回にどこからでも参加できる環境を整えることができました。５回という少ない回数ではあったもの
の、53名（のべ109名）の学生が活動に参加する結果となりました。本研究会に参加した学生チームの中には、今
年度の学外のビジネスプランコンテストで受賞した者もおり、ビジネスプランコンテストへのサポートを毎年続け
てきた一つの成果があらわれたものといえます。
　今年度の研究所主催のグッズコンテスト（７月）、ビジネスプランコンテスト（12月）もオンラインで開催され
たことから、オンラインを活用したあらたな活動を模索する一年間となりました。今年度の経験や挑戦が、来年度
にも活かされることを期待します。
　
　以下は、2020年度学生研究会の活動記録（福嶋先生による講義録）です。

第１回（2020.10.1）

時限Ⅳ
・概要説明

・瞬発アイデア出し→１分でビジネスプランを考え、チャット欄で送る

・アイデアについて
　・思いつき = 「こんなことが出来たら良いな〜」という思い
　・アイデア = 思いつき + それを可能にする方法
　・企画 = アイデア + 具体案
　プランは企画です。

・組み合わせアイデア出しシートの説明
　相反する、あるいは関係のないジャンル２つを設定し、そのジャンルのランダムなワードを10個出す。
　ワードを１つずつ選び、組み合わせて作ったアイデアを５個考える。
　例：『新しいもの』×『古いもの』
　　　『若者』×『お年寄り』
　　　『観光地』×『インドア派』
　→今週は使えませんでしたので、次回やります。

・チームごとにブレイクアウトルームに分かれて、瞬発アイデアを発表しあい、チームごとのプランを作成
　※このプランは仮のもので、変更可能です。
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・チームごとのプランの発表、福嶋から質問／意見
　どうやってお金を儲ける？
　運営コスト（含む人件費）は？
　アプリ開発のコストは？
　どう宣伝する？
　リスクは？
　ユーザー／ターゲットは？
　タイトル重要です
　アプリ開発にはコストが掛かります
　お金を貰う方法は（運動会の例で）若者から、お年寄りから

・ビジネスプランコンテストのポイント
　・流行りの話題
　・社会問題
　・学生らしいもの
　・SNS
　・ハートフルなもの

【宿題】
　・ビジネスプラン案（タイトルと概要）をチームで最低２件、考えてください。
　・チームを組んでいない人は１件でOK。

第２回（2020.10.8）

時限Ⅳ
・働く女性が子育てで困ることを一人１つ以上チャットに挙げてください

・働く女性が子育てで困っていることを解決するアイデアを考えます。５分程度
　なぜ？を５回くりかえす

・ブレイクアウトし、組み合わせアイデアシートを用いて、アイデア出しをします。10分程度
　チャットに、２つの異なる種類のものを挙げてください
　・新しいもの／古いもの
　・楽しいこと／つらいこと
　・体を動かす／頭を使う
　・田舎暮らし／先端技術
　・レジャー／お金
　・安いもの／便利なもの
　・学生らしいもの／社会問題
　・コロナ禍／ジャンクフード
　・勉強／娯楽
　・SNS ／人と会う
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・マーケットについて考えよう
　・ターゲット → ターゲット母数
　・広告 → 到達率、転換率
　・ターゲット母数×到達率×転換率 = 売上
　・ターゲットは広いのと狭いのとどちらが良い？
　　　ターゲットが広い場合：
　　　　広告が一部にしか届かない → 到達率が低くなる
　　　　商品が魅力的でない → 転換率が低くなる
　　　ターゲットが狭い場合：
　　　　ターゲット母数が小さい
　・広告は転換率が高いほど効率が良い
　　　つまりニッチが良い！

・広告について考えよう
　・オンライン広告
　　　SNS
　　　検索キーワード広告
　・AIDMA、AISASについて

・販路について考えよう
　・オンライン販売
　　　送料
　　　モール手数料
　・リアル店舗
　　　委託手数料
　　　店頭在庫

・売上について考えよう
　・マーケットから予測した平均客数×平均単価 = 売上
　・サブスク、LTV

・財務計画について考えよう
　・資本金

　・売上
　・原価（売上−原価 = 粗利益）←仕入れ←資本金
　・販管費（人件費、地代家賃、水道光熱費や消耗品費、広告宣伝費、租税公課）
　　　　　 （粗利益−販管費 = 純利益）
　・キャッシュ
　・これらの月々の推移

【宿題】
　・プランを確定し、応募書類にタイトルと概要を記入する
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　・財務計画を検討し記入する
　・応募書類の記入項目のうち、（よく分からないものを除いて）最も書くのが難しいものを挙げる
　・チーム名を決める（仮で良いです）

第３回（2020.10.22）

時限Ⅳ
財務計画おさらいクイズ
　・原価（売上−原価 = 粗利益）←仕入れ←資本金
　・販管費（人件費、地代家賃、水道光熱費や消耗品費、広告宣伝費、租税公課）
　　（粗利益−販管費 = 純利益）

販管費おさらいクイズ
　・販管費に含まれないもの
　　　原価

売上おさらいクイズ
　・マーケットから予測した平均客数×平均単価 = 売上
　・サブスク、LTV

販路おさらいクイズ
　・オンライン販売
　　　送料
　　　モール手数料

広告おさらいクイズ
　・オンライン広告
　　　SNS
　　　検索キーワード広告

マーケットおさらいクイズ
　・ターゲット層とは
　　　年代・性別・職業・行動・趣味嗜好など
　・広告の指標
　　　到達率（リーチ率）、転換率（コンバージョンレート）
　・売上の計算式
　　　ターゲット母数×到達率×転換率
　・ターゲットは広いのと狭いのとどちらが良い？
　　　広告は転換率が高いほど費用対効果が高い
　　　つまりニッチが良い！
--
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具体的に決めてください
　１．ターゲット
　２．広告手法
　３．販路
　４．売上予測
　５．販管費、特に広告費、何にいくら必要か
　６．財務計画、資本金の額

調べてください
　７．競合・類似例
　８．製品の場合、製作依頼先・単価・ロット数
　９．アプリの場合、開発費用
　　　https://www.creativevillage.ne.jp/mitsumori/
　10．その製品・サービス、またはターゲット層に関する何かのデータ・表・グラフ

考えてください
　11．マネタイズ方法
　12．いつ、どこで、誰と使うか
　13．どういった方法で知るか、誰のどんな評価が決め手になるか
　14．どのSNSをどう使うか、投稿数を稼ぐ・バズらせる工夫

実行してください
　15．製品のプロトタイプを入手、またはサービスを知人などで実際に行う
　16．友人・家族などにアンケート（印象・単価など）
　17．それらを体験して良かった点・悪かった点のリストアップ・改善検討
--
ブレイクアウトして
　・チーム名、プラン名、プラン概要を福嶋に説明
　・福嶋より評価、アドバイス
　・応募書類の記入項目について相談
　・財務計画を検討し記入
--

【宿題】
　・応募用紙に記入し、提出
　・質問や相談のある人は連絡ください
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第４回（2020.11.5）

時限Ⅳ
プレゼン資料作成のポイント

●構成

　１．問題提起
　２．問題を分解
　３．解決策！
　　　↓　なーんだ、とならないようにバランスも考えて
　４．内容　…
　５．詳細（マネタイズ・マーケット・コスト）
　６．問題点・まとめ
　　（時間がなければ質疑応答に賭ける）

　最低各１ページ、多くても各５ページくらい

●各ページについて気をつけること

　グラフ・図・表　◯
　箇条書き（図・写真）　△
　文章　×

●『大学生、本を読む』PDF

　アニメーションが消えたりしてますが、
　参考にしてください。

--

【宿題】
　・特にありません。プレゼン資料を考えておいてね。
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第５回（2020.11.12）

時限Ⅳ
プレゼン資料作成のブラッシュアップ

●説明の流れを考える
・見ている人の気持ちの動き
・見ている人の理解度
・効果的な順序

●見た目について
・写真で雰囲気を伝える
・色にも気を遣う
・装飾を使いすぎず、効果的に使う
・アニメーションを使いすぎず、効果的に使う
　→意味合いにあわせて

●評価について
・オリジナル性
・市場性
・実現可能性
・社会貢献性
・プレゼンテーション能力
自己採点で、すべての項目を４〜５にすることが入賞条件。

●オリジナル性
・新しさ
・着目点
・課題の困難さ、解決の鮮やかさ

●市場性
・ターゲットの選定
・広告手法の適切さ
・データを用いること

●実現可能性
・実際にやってみること
・アンケート
・既存の技術・新しい技術の組み合わせ

●社会貢献性
・課題の着眼点、ありきたりでないか
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・解決方法が普通のことでないか
・受益者の気持ちを想像する

●プレゼン資料のアドバイス
ブレイクアウトルームに分かれてアドバイスしました。
--

【宿題】
　・特にありません。選出されたチームは頑張ってください！
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学生研究会　会則

 2016年４月１日制定
（目　的）

第１条　�本会は、ベンチャービジネス研究所の目的に則り、本学学生が社会に出て役立つ人材になる為、ベンチャー

ビジネスの理論並びに実態調査を学び研究することを目的とする。

（会員資格）

第２条　会員資格は、本学全学部生（院生含む）対象とする。

（入会手続）

第３条　会員になろうとする者は、所定の入会申込書を提出しなければならない。

（除　名）

第４条　会員が、次のいずれかに該当するときは、所員会議の決議により除名することができる。

　⑴　研究会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

　⑵　会員としてふさわしくないと認められる行為をしたとき。

（退　会）

第５条　会員は、退会届を提出して、任意に退会することができる。

（改　正）

第６条　規則の改正は、所員会議に諮り決定する。

 

付　則　本規則は、2016年４月１日より施行する





そ　の　他
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2020年度ベンチャービジネス研究所
所長・所員・研究員・顧問一覧

役　　職 氏　　名 所　　　属　　　等

所 長 村　上　喜　郁 経営学部教授

所 員 池　田　信　寛 経営学部教授

所 員 石　盛　真　徳 経営学部教授

所 員 稲　葉　　　哲 地域創造学部専任講師

所 員 井　上　秀　一 経営学部准教授

所 員 岡　崎　利　美 経営学部准教授

所 員 佐　藤　敦　信 地域創造学部准教授

所 員 杤　尾　安　伸 経営学部准教授

所 員 長　岡　千　賀 経営学部准教授

所 員 朴　　　修　賢 経営学部教授

所 員 葉　山　幹　恭 地域創造学部専任講師

所 員 水　野　浩　児 経営学部教授

所 員 宮宇地　俊　岳 経営学部准教授

所 員 宮　㟢　崇　将 経営学部准教授

所 員 八　木　俊　輔 経営学部教授

所 員 山　下　克　之 経営学部教授

所 員 安　本　宗　春 地域創造学部専任講師

所 員 李　　　　　建 経営学部教授

研 究 員 金　川　智　恵 経営学部教授

研 究 員 中　野　統　英 経営学部准教授

研 究 員 梶　原　　　晃 久留米大学文学部教授

研 究 員 田　淵　正　信 公認会計士・税理士

研 究 員 村　田　崇　暢 経営学部非常勤講師

顧 問 金　森　喜久男
一般社団法人　情報セキュリティ・リス
クマネジメント関西研究所　　代表理事
パナソニック株式会社　　　 客　　員

顧 問 木　田　洋　一
一般社団法人広報支援機構　理事
岩井コスモ証券　監査役
毎日放送　顧問

顧 問 合　田　順　一 茨木商工会議所会頭

顧 問 寺　本　博　美 三重中京大学名誉教授

顧 問 西　岡　健　夫 追手門学院大学名誉教授

2021年1月現在　50音順
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※ 2020年度　ベンチャービジネス研究所　活動記録 ※

月　　日 主　　な　　活　　動　　内　　容

2020/4/1 新規所員着任

2020/4/30 第１回研究所委員会

2020/5/1 新規所員着任

2020/5/11 グッズコンテスト募集（５/11 〜６/11）

2020/6/10 ほくせつ探検大学（Redhorse OSAKA WHEEL 企画　オンライン打合せ）

2020/6/18 第２回研究所委員会

2020/7/14 ほくせつ探検大学（Redhorse OSAKA WHEEL 企画　オンライン打合せ）

2020/7/16 第３回研究所委員会

2020/7/23 グッズアイデア発表会（グッズコンテスト２次審査）

2020/8/19 ほくせつ探検大学　サイネックス打合せ

2020/8/20 ほくせつ探検大学　オオサカホイール（EXPO観覧車合同会社）打合せ

2020/9/9 ほくせつ探検大学　学内プレゼン／北おおさか信金打合せ

2020/9/10 ビジネスプランコンテスト募集（９/10 ～ 10/31）

2020/9/11 ほくせつ探検大学　オオサカホイール（EXPO観覧車合同会社）打合せ

2020/9/17 第４回研究所委員会

2020/10/1 第１回学生研究会＠オンライン

2020/10/8 第２回学生研究会＠オンライン

2020/10/8 ほくせつ探検大学　北おおさか信用金庫打合せ

2020/10/22 第５回研究所委員会

2020/10/22 第３回学生研究会＠オンライン

2020/10/23 ほくせつ探検大学　EXPOCITY観覧車キックオフ説明会 開催

2020/11/2 ほくせつ探検大学　EXPOCITY観覧車コラボ企画 開始（～ 11/30）

2020/11/5 第４回学生研究会＠オンライン

2020/11/9 ほくせつ探検大学　ラジオ大阪「月曜情報スタジオ」出演

2020/11/11 ほくせつ探検大学　J:COMより取材（11/18放送）

2020/11/12 第６回研究所委員会

2020/11/12 第５回学生研究会＠オンライン

2020/11/27 サイネックス社報告（水野所員・石盛所員）

2020/11/30 ほくせつ探検大学　EXPOCITY観覧車コラボ企画 終了

2020/12/5 ほくせつ探検大学　ラジオ大阪　番組収録

2020/12/10 フジテック杯　第11回追大　学生ビジネスプランコンテスト＠オンライン発表会

2020/12/14 ほくせつ探検大学　ラジオ大阪「月曜情報スタジオ」出演
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2020/12/17 第 7回研究所委員会

2020/12/17 ほくせつ探検大学　北おおさか信用金庫　観覧車企画報告会／マスクケースの配布

2021/1/14 第８回研究所委員会

2021/1/18 ほくせつ探検大学　ラジオ大阪「月曜情報スタジオ」出演

2021/2/6 ほくせつ探検大学　ラジオ大阪　番組収録

2021/2/15 ほくせつ探検大学　ラジオ大阪「月曜情報スタジオ」出演

2021/2/19 第９回研究所委員会

2021/2/28 大学出版会『北大阪の元気な中小・中堅企業2021』出版

2021/3/12 第10回研究所委員会

2021/3/31 『ベンチャービジネス・レビュー』13号発行

2021/3/31 Newsletter vol.23発行
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追手門学院大学ベンチャービジネス研究所規程

2006年２月13日制定

（趣　旨）

第１条　�この規程は、追手門学院大学学則第58条に基づき、追手門学院大学（以下「大学」という。）にベンチャー

ビジネス研究所（以下「研究所」という。）を置き、研究所に関する基本的事項を定める。

（目　的）

第２条　�研究所は、わが国及び海外におけるベンチャービジネスの理論並びに実態を研究調査し、学術、文化及び

地域の発展に寄与し、人類の福祉に貢献する諸活動を行うことを目的とする。

２　�研究所はイノベーションを志す中堅中小企業の事業承継の調査研究を行い、地域社会に貢献する諸活動を行う

ことを目的とする。

（事　業）

第３条　研究所は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

　⑴　理論的研究、実態調査及びその成果の刊行

　⑵　研究発表会、講演会及び講座等の随時開催

　⑶　研究及び調査の受託

　⑷　海外の大学又は内外の専門機関との人的交流

　⑸　外部機関との共同研究プロジェクトの実施

　⑹　グループ研究の実施

　⑺　国内外のベンチャービジネスに関する情報の交換

　⑻　学生起業家育成支援

　⑼　地域活性化のための調査及び提案

　⑽　地域文化の発展のための教育の実施

　⑾　その他目的達成に必要な事業

第４条　研究所に前条第６号に基づき研究グループを編成し、研究を推進する。

　⑴　ベンチャービジネス研究グループ

　⑵　投資に関する研究グループ

　⑶　マーケティング研究グループ

　⑷　アントレプレナーシップ研究グループ

　⑸　コミュニティ・ビジネス研究グループ

　⑹　国際研修・調査グループ

　⑺　アカウンティング・グループ

　⑻　その他必要と認められる研究グループ

（研究成果の公表と評価）

第５条　研究所は、毎年１回前年度の研究成果を公表し、学内外の評価を受けなければならない。
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（組　織）

第６条　研究所に所長、副所長、所員、研究員、顧問及び必要な職員を置く。

２　所長は、学長の推薦により常任理事会の議を経て、学長が任命する。ただし、任期は２年とし、再任を妨げない。

３　�所長が年度の途中で任命された場合は、前項の定めにかかわらず、就任した年度の翌年度の４月１日から起算

して２年を経過する日までを任期とする。

４　所長は、研究所を代表し、研究所の運営を統括する。

５　�副所長は、所員のうちから、所長が推薦し、第８条に定めるベンチャービジネス研究所委員会の議を経て、学

長が任命する。

６　副所長は、所長を補佐し、ベンチャービジネス研究所の要務に従事する。

７　副所長の任期は、所長に準ずる。ただし、所長の任期の終期を超えることができない。

８　所員は、大学専任教員の中から、所長の推薦により学長が委嘱する。ただし、任期は２年とし、再任を妨げない。

９　�研究員は、研究所の目的に賛同し事業推進に協力する本学院の教員及び他の大学等に所属する者の中から、所

長がこれを委嘱する。任期は２年又は１年とする。

10　�顧問は、ベンチャーに造詣の深い専門家の中から、所長がこれを委嘱する。ただし、任期は２年とし、再任を

妨げない。

11　顧問は、所長の諮問に応え意見を述べることができる。

（運　営）

第７条　研究所に、事務室を置き、事務職員を置くことができる。

２　事務室は、研究所に関する事務を行う。

第８条　研究所にベンチャービジネス研究所委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２　委員会は、所長、副所長及び所員をもって構成する。

３　研究所の事業運営に関しては、委員会の議を経るものとする。

４　�委員会は、所長がこれを招集し統括する。ただし、所員の過半数から要求のある場合は、所長は、これを開催

しなければならない。

（事務の所管）

第９条　研究所に関する事務は、研究・社会連携課の所管とする。

（規程の改廃）

第10条　この規程の改廃は、委員会の議を経て、大学教育研究評議会の議の後、学長が決定する。

附　則

　　　　この規程は、2006年４月１日から施行する。

附　則

　　　　この規程は、2012年４月１日から施行する。

附　則

　　　　この規程は、2013年４月１日から施行する。
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附　則

　　　　この規程は、2013年４月１日から施行する。

附　則

　　　　１　この規程は、2014年４月１日から施行する。

　　　　２　�この規程の施行の際、現に所長である者は、引き続き所長として在任し、任期満了の日までその職務

を執行するものとする。

附　則

　　　　この規程は、2015年１月19日から施行する。

附　則

　　　　この規程は、2016年４月１日から施行する。

附　則

　　　　この規程は、2019年４月１日から施行する。
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『追手門学院大学ベンチャービジネス・レビュー』投稿内規

（2016年12月15日制定）

（目　的）

第１条　�追手門学院大学ベンチャービジネス・レビュー（以下「ベンチャービジネス・レビュー」という。）は追

手門学院大学ベンチャービジネス研究所（以下「研究所」という。）における活動の成果の発表を目的と

する。

（編集・発行等の機関）

第２条　�ベンチャービジネス・レビューの企画、原稿の募集及び編集は追手門学院大学ベンチャービジネス研究所・

ベンチャービジネス・レビュー編集委員会（以下「委員会」という。）が行い、発行は研究所が行う。

２　委員会は、所長、副所長及び編集委員をもって構成員とする。

（執筆者の資格）

第３条　執筆の資格を有する者は次の各号に掲げる者とし、執筆は公募とする。

　⑴　所員

　⑵　研究員

　⑶　顧問

　⑷　その他、ベンチャービジネス研究所所員会議で審議し、委員会で承認された者

（原稿の要件）

第４条　論集に執筆する原稿の要件は次の各号のとおりとする。

　⑴　未発表であること。

　⑵　完成原稿であること。

　⑶　原稿の種類は次のいずれかに該当するものであること。

　　①　論文

　　②　研究ノート

　　③　資料

　　④　書評

　　⑤　その他、委員会の承認を得たもの

　⑷　追手門学院大学研究倫理規程を遵守した研究原稿であること。

（原稿の採択）

第５条　執筆原稿の掲載の採否は委員会が決定する。

（論集の発行）

第６条　論集は、各年度１回発行することとし、各年度の原稿募集・執筆期限・発行日は委員会が決定し、公表する。
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（原稿の形式）

第７条　�論集に執筆する原稿の形式は、委員会が別に定める「ベンチャービジネス・レビュー執筆要領」によるも

のとする。

（著作権等）

第８条　�ベンチャービジネス・レビューに掲載された論文等の著作権は、研究所および執筆者に帰属するものとす

る。

２　�ベンチャービジネス・レビューに掲載された論文等は、電子的に保存し、原則として学内外に公開するものと

する。

（改　廃）

第９条　この規程の改廃は、委員会の議を経て、研究所の所員会議議決で行う。

附　則

　　　　１　この内規は、2016年12月15日から施行する。
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追手門学院大学ベンチャービジネス・レビュー執筆要領　

『追手門学院大学ベンチャービジネス・レビュー』投稿内規７条に則り、執筆原稿の形式を以下のように定める。

１　原稿の制限枚数（本文・註・図表等のすべてを含む）は、以下のとおりとする。

　⑴�　字数は（図表を含め）約１万８千字まで。印刷製本時の頁数換算でA4用紙10 ～ 20枚程度。但し論文の場合

はA4用紙20枚程度まで可能。

　⑵　原稿書式はA4判縦用紙に横書きで、１頁48字×37行を標準とする。

　⑶　表紙にテーマ（和文・英文）執筆者氏名と所属（和文・英文）を明示する。

２�　原稿の提出方法は、媒体（フロッピーディスク、USBメモリー等）、または、電子メールによる添付ファイル

にて行う。

３　原稿は完成原稿で提出し、著者による校正は２回までとする。なお、校正の段階で大幅に加筆・修正は行わない。

４　学外者が執筆した場合には原稿料として薄謝を支払う。

５�　図・写真・表等を転載・引用している場合は、執筆者が著作権者に転載・引用の許可をとっているものとする。

また、追手門学院大学機関リポジトリ及びCiNiiへの掲載許可も取得すること。

６�　本誌は電子媒体で刊行する。本誌に掲載された論文の公衆送信権・複製権を含む著作権は全てベンチャービジ

ネス研究所に帰属する。

７　刊行後は、追手門学院大学リポジトリ、およびCiNiiへPDFファイルを公開する。

第14号投稿案内

ベンチャービジネス研究所は、広く国内外の研究者による投稿を受け付けています。

投稿を希望される方は事前にお問い合わせのうえ、投稿内規及び執筆要領にしたがってご投稿ください。

　①募集原稿：未発表原稿の「論文」「研究ノート」および「書評」。他誌との重複投稿はご遠慮ください。

　②締め切り：2022年１月25日㈫必着。

原稿送付先・問合せ先：追手門学院大学ベンチャービジネス研究所（研究棟６階603号室）

　　　　　　　　　　　〒567-8502　大阪府茨木市西安威2-1-15

　　　　　　　　　　　TEL：072-641-7374　FAX：072-643-9597　Email：ventureb@otemon.ac.jp
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